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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両の車輪に対応して、車体側部と車輪側部との間に設けられた(a)液圧式のショック
アブソーバと、(b)前記車体側部と前記車輪側部との間に上下方向力を付与する電動アク
チュエータとを備えた電磁サスペンションユニットと、
　前記電磁サスペンションユニットに上下方向の振動が加えられている状態において、前
記ショックアブソーバにおける上下方向の伸縮量と伸縮速度との少なくとも一方を含むア
ブソーバ伸縮関連量の実際値を取得する実アブソーバ伸縮関連量取得部を含み、その実ア
ブソーバ伸縮関連量取得部によって取得された前記アブソーバ伸縮関連量の実際値に基づ
いて前記電磁サスペンションユニットにおける性能変化を検出する性能変化検出装置と
を含む電磁サスペンションシステムにおいて、
　前記ショックアブソーバと前記電動アクチュエータとが、前記車体側部と前記車輪側部
との間に互いに直列に設けられ、前記実アブソーバ伸縮関連量取得部が、前記車体側部と
前記車輪側部との間の距離の変化量と変化速度との少なくとも一方を含むばね上ばね下間
距離関連量の実際値と、前記電動アクチュエータの作動量と作動速度との少なくとも一方
を含む電動作動関連量の実際値とから前記アブソーバ伸縮関連量の実際値を取得する実伸
縮関連量算出部を含むことを特徴とする電磁サスペンションシステム。
【請求項２】
　前記性能変化検出装置が、(a)前記アブソーバ伸縮関連量を推定するアブソーバ伸縮関
連量推定部と、(b)そのアブソーバ伸縮関連量推定部によって推定された前記アブソーバ
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伸縮関連量の推定値と前記実アブソーバ伸縮関連量取得部によって取得された前記アブソ
ーバ伸縮関連量の実際値とを比較して、前記電磁サスペンションユニットにおける性能変
化を検出する比較型性能変化検出部とを含む請求項１に記載の電磁サスペンションシステ
ム。
【請求項３】
　前記比較型性能変化検出部が、前記アブソーバ伸縮関連量の推定値と実際値との差の絶
対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する値が予め定められた判定しきい
値より大きい場合に、前記電磁サスペンションユニットの性能が変化した状態にあると検
出する性能変化有無検出部を含む請求項２に記載の電磁サスペンションシステム。
【請求項４】
　前記比較型性能変化検出部が、前記アブソーバ伸縮関連量の実際値の絶対値の予め定め
られた設定時間内の平均的な値に関連する値である平均関連実際値が、前記アブソーバ伸
縮関連量の推定値の絶対値の前記設定時間内の平均的な値に関連する平均関連推定値で決
まる伸縮抵抗不足判定しきい値より大きい場合に、前記ショックアブソーバの性能が伸縮
抵抗不足側に変化した状態にあると検出する伸縮抵抗不足検出部を含む請求項２または３
に記載の電磁サスペンションシステム。
【請求項５】
　前記性能変化検出装置が、前記比較型性能変化検出部によって前記電磁サスペンション
ユニットにおいて性能が変化したと検出された場合に、(x)前記車体側部と前記車輪側部
との間の距離の変化量と変化速度との少なくとも一方を含むばね上ばね下間距離関連量の
実際値と推定値との差の絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する平均
関連値が予め定められた特定しきい値より大きい場合に、前記電動アクチュエータの性能
がフリー側に変化した状態にあると検出する手段と、(y)前記ばね上ばね下間距離関連量
の実際値と推定値との差の前記平均関連値が前記特定しきい値以下である場合に、前記シ
ョックアブソーバの性能が伸縮抵抗が大きくなる側に変化した状態にあると検出する手段
とのうちの少なくとも一方を含む請求項２ないし４のいずれか１つに記載の電磁サスペン
ションシステム。
【請求項６】
　前記ショックアブソーバと前記電動アクチュエータとが、前記車輪側部と前記車体側部
との間に、中間部材を介して互いに直列に連結され、
　前記アブソーバ伸縮関連量推定部が、(a)前記電磁サスペンションユニットに上下方向
の振動が加えられている状態において、前記中間部材の上下方向の移動量と移動速度との
少なくとも一方を含む中間部材移動関連量を推定する中間部材移動関連量推定部と、(b)
その中間部材移動関連量推定部によって推定された前記中間部材移動関連量の推定値と前
記車両のばね下部の上下方向の移動量と移動速度との少なくとも一方を含むばね下部移動
関連量の実際値とから、前記アブソーバ伸縮関連量の推定値を取得する中間部材依拠伸縮
関連量推定部とを含む請求項２ないし５のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシス
テム。
【請求項７】
　前記ショックアブソーバと前記電動アクチュエータとが、前記車体側部と前記車輪側部
との間に、中間部材を介して互いに直列に連結され、
　前記性能変化検出装置が、(a)前記電磁サスペンションユニットに上下方向の振動が加
えられている状態において、前記中間部材の上下方向の移動量と移動速度との少なくとも
一方を含む中間部材移動関連量を推定する中間部材移動関連量推定部と、(b)前記中間部
材移動関連量の実際値を前記アブソーバ伸縮関連量の実際値と前記車両のばね下部の上下
方向の移動量と移動速度との少なくとも一方を含むばね下部移動関連量の実際値とから取
得する中間部材移動関連量取得部と、(c)それら中間部材移動関連量の実際値と推定値と
の差の絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する平均関連値が予め定め
られた中間部材対応判定しきい値より大きい場合に、前記電磁サスペンションユニットの
性能が変化した状態にあると検出する中間部材対応性能変化検出部とを含む請求項１ない
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し６のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシステム。
【請求項８】
　前記ショックアブソーバと前記電動アクチュエータとが、前記車輪側部と前記車体側部
との間に、中間部材を介して互いに直列に連結され、
　前記性能変化検出装置が、(a)前記電磁サスペンションユニットについて作成された予
め定められたモデルに基づき、前記車両のばね下部の上下方向の移動量の実際値および移
動速度の実際値と、前記電動アクチュエータによって付与される上下方向力の実際値とか
ら、前記車両のばね上部の上下方向の移動量と移動速度との少なくとも一方を含むばね上
部移動関連量と、前記中間部材の上下方向の移動量と移動速度との少なくとも一方を含む
中間部材移動関連量とを推定するオブザーバと、(b)そのオブザーバによって推定された
前記ばね上部移動関連量の推定値から前記中間部材移動関連量の推定値を引いて前記電動
アクチュエータの作動量と作動速度との少なくとも一方を含む電動作動関連量の推定値を
取得する電動作動関連量推定値取得部と、(c)前記電動アクチュエータの電動作動関連量
の実際値の絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する平均関連実際値が
、前記電動作動関連量推定値取得部によって取得された推定値の絶対値の前記設定時間内
の平均的な値に関連する平均関連推定値で決まるロック側変化判定しきい値より小さい場
合に、前記電動アクチュエータの性能がロック側に変化した状態にあると検出するロック
側変化検出手段とを含む請求項１ないし７のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシ
ステム。
【請求項９】
　前記性能変化検出装置が、前記電磁サスペンションユニットにおける性能変化の程度を
段階的に検出する性能変化レベル検出部を含む請求項１ないし８のいずれか１つに記載の
電磁サスペンションシステム。
【請求項１０】
　前記電磁サスペンションユニットが、前記車両の前後左右の各輪に対応して設けられた
ものであり、前記性能変化検出装置が、前記前後左右の各輪毎の電磁サスペンションユニ
ットの各々について前記実アブソーバ伸縮関連量取得部によって取得された前記アブソー
バ伸縮関連量の実際値の絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する平均
関連実際値同士を比較して、前後左右の各輪の前記ショックアブソーバの各々の性能変化
を検出する各輪比較型性能変化検出部を含み、かつ、その各輪比較型性能変化検出部が、
(a)前記前後左右の各輪のうちの検査対象車輪についてのアブソーバ伸縮関連量の平均関
連実際値が、前後左右の各輪のアブソーバ伸縮関連量の平均関連実際値の平均的な値で決
まる設定範囲の下限値より小さい場合に、前記検査対象車輪の前記ショックアブソーバの
性能が伸縮抵抗が大きくなる側に変化した状態にあると検出する手段と、(b)検査対象車
輪についての前記アブソーバ伸縮関連量の平均関連実際値が、前記設定範囲の上限値より
大きい場合に、前記検査対象車輪の前記ショックアブソーバの性能が伸縮抵抗が小さくな
る側に変化した状態にあると検出する手段との少なくとも一方を含む請求項１ないし９の
いずれか１つに記載の電磁サスペンションシステム。
【請求項１１】
　前記電磁サスペンションユニットが、前記車両の前後左右の各輪に対応して設けられた
ものであり、前記性能変化検出装置が、前記電動アクチュエータの作動量と作動速度との
少なくとも一方を含む電動作動関連量の実際値を取得する電動作動関連量取得部と、前記
前後左右の各輪毎の電磁サスペンションユニットの各々について、前記電動作動関連量取
得部によって取得された電動作動関連量の実際値同士を比較することにより、前記前後左
右の各輪毎の前記電動アクチュエータの各々の性能変化を検出する電動アクチュエータ性
能変化検出部とを含む請求項１ないし１０のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシ
ステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は車両のサスペンションシステムに含まれる電磁サスペンションユニットの性能
変化の検出に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　特開２００６－１６８４００号公報（特許文献１）には、電動モータを備えた電磁サス
ペンションユニットにおいて、(a)車輪側部の上下方向の加速度の実際値に基づいて、オ
ブザーバを利用してばね上加速度を推定し、その推定されたばね上加速度と、実際に検出
されたばね上加速度とを比較して、前記電磁サスペンションユニットの異常の有無を検出
すること、(b)モータ回転角度の推定値と実際値とを比較して、異常の有無を検出するこ
とが記載されている。
　特開２００５－２５４９４０号公報（特許文献２）には、電動モータを備えた電磁サス
ペンションユニットにおいて、実際の電動モータの作動量（モータ回転角度、あるいは、
ストロークの変化量）が、電動モータへの制御値で決まる設定範囲内にあるか否かに基づ
いて、電磁サスペンションユニットの異常の有無を検出することが記載されている。
【特許文献１】特開２００６－１６８４００号公報
【特許文献２】特開２００５－２５４９４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明の課題は、電磁サスペンションユニットにおける性能変化を適正に検出可能とす
ることである。
【課題を解決するための手段および効果】
【０００４】
　請求項１に記載の電磁サスペンションシステムは、(i)車両の車輪に対応して、車体側
部と車輪側部との間に設けられた(a)液圧式のショックアブソーバと、(b)前記車体側部と
前記車輪側部との間に上下方向力を付与する電動アクチュエータとを備えた電磁サスペン
ションユニットと、(ii)前記電磁サスペンションユニットに上下方向の振動が加えられて
いる状態において、前記ショックアブソーバにおける上下方向の伸縮量と伸縮速度との少
なくとも一方を含むアブソーバ伸縮関連量の実際値を取得する実アブソーバ伸縮関連量取
得部を含み、その実アブソーバ伸縮関連量取得部によって取得された前記アブソーバ伸縮
関連量の実際値に基づいて前記電磁サスペンションユニットにおける性能変化を検出する
性能変化検出装置とを含むものとされる。
【０００５】
　本願請求項１に記載の電磁サスペンションシステムにおいては、液圧式のショックアブ
ソーバと電動アクチュエータとを備えた電磁サスペンションユニットにおいて、液圧式の
ショックアブソーバの実際の伸縮関連量の実際値が取得され、伸縮関連量の実際値に基づ
いて電磁サスペンションユニットの性能変化が検出される。ショックアブソーバの伸縮関
連量の実際値に基づいて性能変化が検出されるため、ショックアブソーバの性能変化を直
接的に検出することができる。また、ショックアブソーバの伸縮関連量の実際値に基づけ
ば、電動アクチュエータの性能変化も検出することができる。
　性能変化の判定は、電磁サスペンションユニットに振動が加えられている状態で行われ
る。例えば、車両が走行している状態、停止中において振動が加えられている状態が該当
する。車両の走行中において、振動は主として路面入力によって加えられ、停止中におい
ては、外部装置（加振装置）によって加えられる場合、電動アクチュエータの駆動により
加えられる場合等がある。加振装置による場合には、予め決まった周波数の振動を加える
ことが容易となる。
【特許請求可能な発明】
【０００６】
　以下に、本願において特許請求が可能と認識されている発明（以下、「請求可能発明」
という場合がある。請求可能発明は、少なくとも、請求の範囲に記載された発明である「
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本発明」ないし「本願発明」を含むが、本願発明の下位概念発明や、本願発明の上位概念
あるいは別概念の発明を含むこともある。）の態様をいくつか例示し、それらについて説
明する。各態様は請求項と同様に、項に区分し、各項に番号を付し、必要に応じて他の項
の番号を引用する形式で記載する。これは、あくまでも請求可能発明の理解を容易にする
ためであり、請求可能発明を構成する構成要素の組み合わせを、以下の各項に記載された
ものに限定する趣旨ではない。つまり、請求可能発明は、各項に付随する記載，実施例の
記載，従来技術等を参酌して解釈されるべきであり、その解釈に従う限りにおいて、各項
の態様にさらに他の構成要素を付加した態様も、また、各項の態様から構成要素を削除し
た態様も、請求可能発明の一態様となり得るのである。
【０００７】
　以下の各項のうち(20)項が請求項１に対応し、(2)項、(3)項が請求項２，３に対応し、
(6)項が請求項４に対応し、(12)項が請求項５に対応する。(17)項～(19)項が請求項７，
６，８に対応し、(21)項が請求項９に対応し、(24)項、(25)項がそれぞれ請求項１０，１
１に対応する。
【０００８】
(１)車両の車輪に対応して、車体側部と車輪側部との間に設けられた(a)液圧式のショッ
クアブソーバと、(b)前記車体側部と前記車輪側部との間に上下方向力を付与する電動ア
クチュエータとを備えた電磁サスペンションユニットと、
　前記電磁サスペンションユニットに上下方向の振動が加えられている状態において、前
記ショックアブソーバにおける上下方向の伸縮量と伸縮速度との少なくとも一方を含むア
ブソーバ伸縮関連量の実際値を取得する実アブソーバ伸縮関連量取得部を含み、その実ア
ブソーバ伸縮関連量取得部によって取得された前記アブソーバ伸縮関連量の実際値に基づ
いて前記電磁サスペンションユニットにおける性能変化を検出する性能変化検出装置と
を含むことを特徴とする電磁サスペンションシステム。
　電磁サスペンションユニットの性能変化とは、性能が予め定められた基準性能から変化
することをいう。基準性能は、正常範囲の性能としたり、新品の性能としたり、交換、修
理が不要な範囲の性能としたり、使用可能な範囲の性能としたりすること等ができる。そ
れに応じて、性能変化した状態は、正常範囲から外れた状態であったり、新品の状態から
外れた状態であったり、交換あるいは修理が必要な状態であったり、それ以上継続して使
用することが不可能な状態（異常な状態）であったりする。
　ショックアブソーバの伸縮量とは、ショックアブソーバにおいて、ピストンとシリンダ
本体との基準相対位置からの、ピストンとシリンダ本体との上下方向の相対移動量をいう
。基準相対位置は、例えば、電動アクチュエータがフリーの状態にあり、荷重に応じて決
まる車体側部と車輪側部との間に加えられる上下方向の力と標準的なサスペンションスプ
リングのばね力とが釣り合い、静止状態（中立状態）にある場合のピストンとシリンダ本
体との相対位置をいう。一方、ショックアブソーバの長さとは、シリンダ本体の端部とピ
ストンロッドの予め定められた部分（例えば、端部）との間の距離であり、基準相対位置
にある場合の長さを基準長さとした場合に、基準長さと伸縮量との和（符号を考慮した場
合の和）となる。したがって、ショックアブソーバの長さと伸縮量とは１対１に対応する
値となるのであり、ショックアブソーバの長さはアブソーバ伸縮関連量に含まれる。伸縮
速度は伸縮量の時間に対する微分値である。伸縮速度は基準相対位置とは関係なく取得す
ることができる。
(２)前記性能変化検出装置が、(a)前記アブソーバ伸縮関連量を推定するアブソーバ伸縮
関連量推定部と、(b)そのアブソーバ伸縮関連量推定部によって推定された前記アブソー
バ伸縮関連量の推定値と前記実アブソーバ伸縮関連量取得部によって取得された前記アブ
ソーバ伸縮関連量の実際値とを比較して、前記電磁サスペンションユニットにおける性能
変化を検出する比較型性能変化検出部とを含む(1)項に記載の電磁サスペンションシステ
ム。
　ショックアブソーバの伸縮関連量の実際値と推定値とを比較すれば、電磁サスペンショ
ンユニットにおいて性能が変化したか否かを判定することができる。
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　実際値と推定値とを比較する場合、実際値と推定値とを直接比較しても、実際値、推定
値を処理した値同士を比較してもよい。
　伸縮量、伸縮速度は、電磁サスペンションユニットに加えられた振動に応じて変化する
ため、例えば、振動のピーク（振幅）同士を比較することができる。また、実際値、推定
値を統計的に処理した値を使用すれば、平均的な変位や変位の変化速度同士を比較するこ
とができる。
　例えば、実際値、推定値の絶対値の設定時間内の積算値を求め、積算値同士を比較する
ことができる。絶対値の積算値同士を比較すれば、実際値、推定値の変位の絶対値の平均
的な値同士を比較することが可能となる。また、絶対値の積算値に限らず、設定時間内の
絶対値の平均値を使用して比較することも可能である。さらに、設定時間内の実際値、推
定値のピーク値（振幅）の絶対値の積算値や平均値を採用することもできる。
　また、実際値等（実際値、実際値を処理した値を含む。以下、同様とする）と推定値等
（以下、推定値、推定値を処理した値を含む。以下、同様とする）とを比較する場合には
、これらの差を求めたり、比を求めたりすることができ、差と比との少なくとも一方に基
づけば、性能が変化したか否かを適切に判定することができる。
　さらに、振幅同士あるいは平均的な変位同士を比較する場合において、所望の周波数域
の振動成分の振幅あるいは平均的な変位同士を比較することが望ましい場合がある。例え
ば、実際値、推定値をフィルタ処理したり、フーリエ変換したりすること等により所望の
周波数域の振動を抽出して、実際値等と推定値等とを比較したり、電磁サスペンションユ
ニットに所望の周波数域の振動を加え、その場合の実際値等と推定値等とを比較したりす
ることができる。
　さらに、実際値の周波数と推定値の周波数とを比較することもできる。
　また、実際値等と推定値等とを比較する場合に、伸縮量の実際値等と伸縮速度の推定値
等とを比較することも不可能ではないが、伸縮量の実際値等と伸縮量の推定値等、伸縮速
度の実際値等と伸縮速度の推定値等とを比較することが望ましい。
(３)前記比較型性能変化検出部が、前記アブソーバ伸縮関連量の推定値と実際値との差の
絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する値が予め定められた判定しき
い値より大きい場合に、前記電磁サスペンションユニットの性能が変化した状態にあると
検出する性能変化有無検出部を含む(2)項に記載の電磁サスペンションシステム。
　推定値と実際値との差の絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する値
には、設定時間内の差の絶対値の積算値，平均値，その他統計的に処理した値が含まれる
。
　差の絶対値の設定時間内の平均的な値に関連する値（以下、平均関連差と称する）が判
定しきい値以下である場合には、性能は変化していないと考えられるが、判定しきい値よ
り大きい場合には、性能が変化した状態にあると判定することができる。性能が変化した
か否かの判定結果は、同じ結果が設定回数以上続いた場合に、決定（確定）されるように
したり、判定結果の決定にヒステリシスを設けたりすることができる。
　判定しきい値を０、あるいは、０より大きく、かつ、０近傍の０より大きい第１設定値
以下の値とすれば、推定値を取得するために想定された状態（前述の基準性能が得られる
状態であり、例えば、正常状態、新品の状態等とすることができる）から、僅かに外れた
場合に性能が変化したと判定される。推定値は、推定モデルに基づいて取得されるのが普
通であるため、基準性能は、その推定モデルで決まる。例えば、推定モデルが、新品の状
態を想定して設定されている場合には、その状態から外れた場合に性能が変化した状態に
あると判定されることになる。
　それに対して、判定しきい値を正の大きな値（０より大きい第２設定値以上の値）とす
れば、推定値を取得するために想定された状態から大きく外れた場合に性能が変化した状
態にあると判定される。例えば、推定モデルが新品の状態を想定して設けられた場合には
、交換、修理を要する状態となった場合、あるいは、使用不要な状態となった場合に、性
能が変化した状態にあると判定されることになる。
　推定モデル、判定しきい値は、以上の事情を考慮して設定される。
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　また、複数の推定モデルや判定しきい値が設けられれば、性能低下のレベル（程度）を
複数段階で取得することが可能となる。例えば、運転者に性能低下のレベルを報知するこ
とが可能となり、運転者は性能低下のレベルについて詳細な情報を得ることができる。ま
た、電磁サスペンションユニットの設計段階において、性能変化過程を評価することも可
能である。
　さらに、推定モデル、判定しきい値を選択可能とすることができる。性能変化が報知さ
れる場合には、性能変化のレベルが運転者が意図する所望のレベルに達した場合に報知さ
れるようにすることができる。
(４)前記比較型性能変化検出部が、前記アブソーバ伸縮関連量の推定値と実際値との比の
絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する値が予め定められた範囲から
はずれた場合に、前記電磁サスペンションユニットの性能が変化した状態にあると検出す
る性能変化有無検出部を含む(2)項または(3)項に記載の電磁サスペンションシステム。
　実際値と推定値との比の絶対値の設定時間内の平均的な値に関連する値（平均関連比）
が予められた範囲から外れた場合に、性能が変化したと検出することができる。例えば、
実際値と推定値との平均関連比には、実際値を推定値で割った値（実際値／推定値）の平
均関連比＜｜Ａ*／Ａ′｜＞が、設定範囲の上限値より大きい場合、設定範囲の下限値よ
り小さい場合に、性能が変化したと検出されるのである。
　以下の各項において、いちいち記載しないが、差に基づく判定は、比に基づく判定に代
えて採用することができる。
　また、実際値と推定値との差の絶対値の平均的な値を、実際値の絶対値の平均的な値と
推定値の絶対値の平均的な値との差の絶対値に代えて採用したり、実際値と推定値との比
の絶対値の平均的な値を、実際値の絶対値の平均的な値と推定値の絶対値の平均的な値と
の比に代えて採用したりすることができる。
　例えば、(i)実際値Ａ*と推定値Ａ′との差の平均関連差（例えば、Σ｜Ａ*－Ａ′｜）
を判定しきい値と比較することを、(ii)実際値の絶対値の設定時間内の平均的な値を表す
値（以下、平均関連実際値と称する）Σ｜Ａ*｜と、推定値の絶対値の設定時間内の平均
的な値を表す値（以下、平均関連推定値と称する）Σ｜Ａ′｜との差の絶対値｜Σ｜Ａ*
｜－Σ｜Ａ′｜｜を判定しきい値と比較することに代えたり、(a)実際値と推定値との平
均関連比（＜｜Ａ*／Ａ′｜＞、＜｜Ａ′／Ａ*｜＞）を、(b)平均関連実際値と平均関連
推定値との比（＜｜Ａ*｜＞／＜｜Ａ′｜＞、＜｜Ａ′｜＞／＜｜Ａ*｜＞）に代えたりす
ることもできるのである。
(５)前記比較型性能変化検出部が、前記アブソーバ伸縮関連量の実際値の絶対値の予め定
められた設定時間内の平均的な値に関連する平均関連実際値が、前記アブソーバ伸縮関連
量の推定値の絶対値の前記設定時間内の平均的な値に関連する平均関連推定値に対して大
きい場合に、(i)前記ショックアブソーバの性能が抵抗が不足する側に変化した状態と、(
ii)前記電動アクチュエータの性能が抵抗が大きくなる側に変化した状態との少なくとも
一方を含むと検出する手段を含む(2)項ないし(4)項のいずれか１つに記載の電磁サスペン
ションシステム。
　アブソーバ伸縮関連量の平均関連実際値（実際値等に含まれる）が平均関連推定値（推
定値等に含まれる）より大きい場合には、基準性能よりショックアブソーバにおける抵抗
が不足する（小さくなる）場合と、電動アクチュエータにおいて抵抗が大きくなる場合と
がある。電動アクチュエータにおいて抵抗が大きくなると、電動アクチュエータが伸縮し
難くなるため、その分、ショックアブソーバが伸縮させられることになる。
(６)前記比較型性能変化検出部が、前記アブソーバ伸縮関連量の実際値の絶対値の予め定
められた設定時間内の平均的な値に関連する平均関連実際値が、前記アブソーバ伸縮関連
量の推定値の絶対値の前記設定時間内の平均的な値に関連する平均関連推定値で決まる伸
縮抵抗不足判定しきい値より大きい場合に、前記ショックアブソーバの性能が伸縮抵抗不
足側に変化した状態にあると検出する伸縮抵抗不足検出部を含む(2)項ないし(5)項のいず
れか１つに記載の電磁サスペンションシステム。
　ショックアブソーバの伸縮関連量の平均関連実際値が平均関連推定値で決まる伸縮抵抗
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不足判定しきい値より大きい場合には、ショックアブソーバにおいて抵抗が不足する側に
性能が変化した状態にあると判定される。伸縮抵抗不足判定しきい値は、平均関連推定値
に０以上の設定値を加えた値としたり、平均関連推定値に１以上の値を掛けた値としたり
することができる。
　この判定は、電動アクチュエータの性能変化が検出されない場合（抵抗が大きくなる側
に変化していない場合）に行われることが望ましい。
　ショックアブソーバにおける伸縮抵抗は、ショックアブソーバにおいて発生させられる
減衰力、ピストンとシリンダ本体との間の摩擦、ショックアブソーバと並列にスプリング
が設けられる場合において、そのスプリングのばね力によって加えられる。そのため、抵
抗が小さくなるのは、減衰力が小さくなった場合、シール部材の摩耗等によりピストンと
シリンダ本体との間の摩擦が小さくなった場合、スプリングのばね係数が小さくなった場
合等が考えられる。また、減衰力が不足する（伸縮速度が同じ場合に発生する減衰力が基
準状態における場合より小さくなること）のは、液漏れ、ガス抜け、作動液（オイル）の
劣化等に起因すると考えられる。
　それに対して、ショックアブソーバにおいて発生させられる抵抗を全体として減衰力と
称する場合には、伸縮抵抗が不足する側の性能変化を減衰力が不足する側の性能変化と称
することができる。
(７)前記比較型性能変化検出部が、前記アブソーバ伸縮関連量の実際値の絶対値の予め定
められた設定時間内の平均的な値に関連する平均関連実際値が、前記アブソーバ伸縮関連
量の推定値の絶対値の前記設定時間内の平均的な値に関連する平均関連推定値に対して小
さい場合に、(i)前記ショックアブソーバの性能が抵抗が大きくなる側に変化した状態と
、(ii)前記電動アクチュエータの性能が抵抗が小さくなる側に変化した状態との少なくと
も一方を含むと検出する手段を含む(2)項ないし(6)項のいずれか１つに記載の電磁サスペ
ンションシステム。
　平均関連実際値が平均関連推定値に対して小さくなったのは、ショックアブソーバにお
いて伸縮抵抗が大きくなった場合、電動アクチュエータにおいて抵抗が小さくなった場合
がある。電動アクチュエータにおいて抵抗が小さくなると、電動アクチュエータの方が伸
縮し易くなるからである。
(８)前記比較型性能変化検出部が、前記アブソーバ伸縮関連量の実際値の絶対値の予め定
められた設定時間内の平均的な値に関連する平均関連実際値が、前記アブソーバ伸縮関連
量の推定値の絶対値の前記設定時間内の平均的な値に関連する平均関連推定値で決まるフ
リー側変化判定しきい値より小さい場合に、前記電動アクチュエータの性能がフリー側に
変化した状態にあると検出するフリー側性能変化検出部を含む(2)項ないし(7)項のいずれ
か１つに記載の電磁サスペンションシステム。
　平均関連実際値が平均関連推定値より小さい場合には、電動アクチュエータの性能がフ
リー側に変化したと検出される。
　この判定は、ショックアブソーバが正常である場合（ショックアブソーバの性能が抵抗
が大きくなる側に変化したと検出されない場合）において行われることが望ましい。
　一方、電磁サスペンションユニットが、低周波数の振動が加えられた場合に、主として
電動アクチュエータが伸縮させられるように設計されている場合において、アブソーバ伸
縮関連量の低周波数の実際値等が推定値等より小さい場合には、電動アクチュエータの性
能がフリー側に変化したと考えるのが妥当である。例えば、低周波数の振動が加えられた
場合のアブソーバ伸縮関連量の実際値等、推定値等を使用したり、あるいは、アブソーバ
伸縮関連量の実際値の低周波成分（フィルタ処理、フーリエ変換等により抽出された成分
）の実際値等、推定値等を使用したりして検出することができる。後述する高周波数の実
際値等についても同じである。
　例えば、電動アクチュエータが電動モータと運動変換機構とを含む場合には、断線等に
より電動モータがフリーな状態になったことが該当する。
(９)前記比較型性能変化検出部が、前記アブソーバ伸縮関連量の実際値の絶対値の予め定
められた設定時間内の平均的な値に関連する平均関連実際値が、前記アブソーバ伸縮関連
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量の推定値の絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する平均関連推定値
で決まる抵抗増加判定しきい値より小さい場合に、前記ショックアブソーバの性能が伸縮
抵抗が大きくなる側に変化した状態にあると検出する伸縮抵抗増加検出部を含む(2)項な
いし(8)項のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシステム。
　アブソーバ伸縮関連量の平均関連実際値が、平均関連推定値で決まる抵抗大判定しきい
値より小さい場合には、ショックアブソーバにおいて、伸縮抵抗が大きくなる側に性能が
変化した状態にあると判定される。この判定は、電動アクチュエータが正常である場合（
電動アクチュエータの性能が抵抗が小さくなる側に変化したと検出されない場合）におい
て行われることが望ましい。
　伸縮抵抗が大きくなったのは、減衰力が大きくなったこと、ピストンとシリンダ本体と
の間の摩擦が大きくなったこと等が考えられる。例えば、減衰力発生機構の連通路に異物
が混入して一部あるいは全ての連通路が塞がれた場合、ピストンやシリンダ本体の錆び等
により摩擦が大きくなった場合、異物等によりピストン自体が移動し難くなった場合等が
考えられる。
　一方、ショックアブソーバは高周波数の振動により伸縮させられ易いように設計される
ことが多い。そのため、アブソーバ伸縮関連量の平均関連実際値と平均関連推定値とを比
較する場合に、高周波数の実際値等、推定値等を使用することが望ましい。
(１０)前記性能変化検出装置が、前記電磁サスペンションユニットにおいて性能が変化し
たと検出された場合に、前記電動アクチュエータの作動量と作動速度との少なくとも一方
を含む電動作動関連量の実際値と、前記車両のばね上部の上下方向の移動量と移動速度と
の少なくとも一方を含むばね上部移動関連量の実際値と、前記車体側部と前記車輪側部と
の間の上下方向の距離の変化量と変化速度との少なくとも一方を含むばね上ばね下間距離
関連量の実際値とのうちの１つ以上に基づいて、性能変化部を特定する性能変化部特定部
を含む(1)項ないし(9)項のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシステム。
　電動作動関連量、ばね上部移動関連量、ばね上ばね下間距離関連量の１つ以上の実際値
等に基づけば性能変化部を特定することができる。また、これら実際値等と推定値等とを
それぞれ比較して特定することもできる。
　性能変化が生じた部位を特定できれば、例えば、その部品のみを交換すればよく、電磁
サスペンションユニット全体を交換する必要がなくなる。そのため、交換コストを低減す
ることができる。また、性能変化が生じた部位を特定できれば、修理を行う際にも便利で
ある。
　電動アクチュエータの作動量は、基準位置（電動モータがフリーで静止している状態に
おける位置）からの作動量をいう。したがって、電動アクチュエータの長さと作動量とは
１対１に対応する値であるため、電動アクチュエータの長さも電動作動関連量に含まれる
。電動アクチュエータの長さは、例えば、アクチュエータ本体と出力部材の本体からの突
出量との和とすることができる。
　また、電動作動関連量は、電動伸縮関連量と称することもできる。電動アクチュエータ
が、電動モータと運動変換機構とを含む場合に、電力を供給しなくても、運動変換機構が
作動させられ、上下方向の長さが変化するからである。
　また、ばね上部の移動量は、基準位置からの移動量、すなわち、変位である。移動速度
は、変位の時間の微分値（絶対速度）であり、基準位置とは関係なく取得することができ
る。
　ばね上ばね下間距離の変化量も同様であり、基準位置におけるばね上ばね下間の距離か
らの変化量をいう。したがって、ばね上ばね下間距離もばね上ばね下間距離関連量に含ま
れる。
(１１)前記性能変化部特定部が、前記電動作動関連量の実際値の絶対値の予め定められた
設定時間内の平均的な値に関連する平均関連実際値が、第１ロック側変化判定しきい値よ
り小さい場合に、前記電動アクチュエータの性能がロック側に変化した状態にあると検出
する第１ロック側変化検出部を含む(10)項に記載の電磁サスペンションシステム。
　電動アクチュエータの電動作動関連量の実際値が第１ロック側変化判定しきい値より小
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さい場合には、電動アクチュエータの性能が抵抗が大きくなる側に変化したと検出される
。
　例えば、電動アクチュエータが電動モータと運動変換機構とを含む場合において、電動
モータがロックした状態（運動変換機構においてねじ軸とナット部との相対回転不能とな
った状態）、運動変換機構においてねじ軸とナット部との摩擦が大きくなった状態等が考
えられる。なお、第１ロック側変化判定しきい値は、予め定められた固定値（絶対的ロッ
ク側変化判定しきい値）であっても、前記電動作動関連量の推定値の絶対値の前記設定時
間内の平均的な値に関連する平均関連値で決まる値（相対的ロック側変化判定しきい値）
であってもよい。
　この判定は、電動アクチュエータが予め定められた規則に従って制御されている状態で
行っても、制御されていない状態で行ってもよい。電動アクチュエータが電動モータを含
む場合において、電動アクチュエータが制御されていない場合には、電動モータにおいて
減衰力が発生させられる。
(１２)前記性能変化検出装置が、前記比較型性能変化検出部によって前記電磁サスペンシ
ョンユニットにおいて性能が変化したと検出された場合に、(x)前記車体側部と前記車輪
側部との間の距離の変化量と変化速度との少なくとも一方を含むばね上ばね下間距離関連
量の実際値と推定値との差の絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する
平均関連値が予め定められた特定しきい値より大きい場合に、前記電動アクチュエータの
性能がフリー側に変化した状態にあると検出する手段と、(y)前記ばね上ばね下間距離関
連量の実際値と推定値との差の前記平均関連値が前記特定しきい値以下である場合に、前
記ショックアブソーバの性能が伸縮抵抗が大きくなる側に変化した状態にあると検出する
手段とのうちの少なくとも一方を含む(2)項ないし(11)項のいずれか１つに記載の電磁サ
スペンションシステム。
　前述のように、電動アクチュエータの性能がフリー側に変化した場合にも、ショックア
ブソーバの性能が抵抗が大きくなる側に変化した場合にも、アブソーバ伸縮関連量の平均
関連実際値が平均関連推定値より小さくなり、これらの差が大きくなって性能変化が検出
される。
　それに対して、ショックアブソーバと電動アクチュエータとが直列に設けられている場
合であって、ショックアブソーバの伸縮関連量が電動アクチュエータの電動作動量に対し
て小さくなるように設計されている場合には、ショックアブソーバの性能が抵抗が大きく
なる側に変化しても、ばね上ばね下間距離関連量の実際値等と推定値等との差はそれほど
大きくならないが、電動アクチュエータの性能がフリー側へ変化すると、ばね上ばね下間
距離関連量の実際値等と推定値等との差が大きくなる。
　以上のことから、ばね上ばね下間距離関連量の実際値と推定値との差の平均関連値が小
さい場合にはショックアブソーバの性能が抵抗が大きくなった側に変化したと判定し、実
際値と推定値との差の平均関連値が大きい場合には、電動アクチュエータの性能がフリー
側に変化したと判定することができる。
　なお、ばね上ばね下間距離関連量の実際値と推定値との差の平均関連値が大きい場合に
は、電動アクチュエータの性能がフリー側に変化し、かつ、ショックアブソーバの性能も
抵抗が大きくなる側に変化した可能性がある。しかし、性能変化が同時に２箇所で起きる
可能性は非常に低いと考え、この場合には、電動アクチュエータの性能が変化したと検出
されるようにすることもできる。それに対して、別の方法で、ショックアブソーバの性能
が変化したか否かを検出することも可能である。例えば、アブソーバ伸縮関連量の高周波
数の平均関連実際値が平均関連推定値で決まる抵抗大しきい値より小さい場合に、ショッ
クアブソーバの性能も変化したと検出することができる。
(１３)前記液圧式のショックアブソーバと前記電動アクチュエータとが、前記車体側部と
前記車輪側部との間に互いに直列に設けられた(1)項ないし(12)項のいずれか１つに記載
の電磁サスペンションシステム。
　ショックアブソーバは、シリンダ本体と、そのシリンダ本体に摺動可能に嵌合されたピ
ストンとを含むものであり、シリンダ本体とピストンのピストンロッドとのいずれか一方
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が車体側部と車輪側部とのいずれか一方に原則として上下方向に相対移動不能に連結され
、シリンダ本体とピストンロッドとの他方が電動アクチュエータの出力軸に連結されてい
る。電動アクチュエータの本体は、車体側部と車輪側部との他方に原則として上下方向に
相対移動不能に連結されている。
  なお、車体側部と車輪側部との間には、サスペンションスプリングが、互いに直列に連
結されたショックアブソーバおよび電動アクチュエータに並列に設けられることが多い。
　また、ショックアブソーバと電動アクチュエータとの間には、連結部材（中間部材）が
設けられることもある。
(１４)前記電動アクチュエータが、電動モータと運動変換機構とを含み、前記電動モータ
の固定部が前記車体側部に取り付けられ、回転部が前記運動変換機構を介して前記ショッ
クアブソーバに連結された(1)項ないし(13)項のいずれか１つに記載の電磁サスペンショ
ンシステム。
　運動変換機構は、ねじロッドと、ナット部と、これらの間に設けられたボールとを含む
ボールねじ機構とすることが望ましい。ボールねじ機構により、電動アクチュエータの伸
縮抵抗を小さくすることができる。
(１５)前記性能変化検出装置が、前記中間部材の上下方向の移動量と移動速度との少なく
とも一方を含む中間部材移動関連量と、前記車両のばね上部の上下方向の移動量と移動速
度との少なくとも一方を含むばね上部移動関連量との少なくとも一方を推定する推定部を
含む(1)項ないし(14)項のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシステム。
　中間部材の移動量、ばね上部の移動量とは、それぞれ、前述のように、基準位置からの
移動量（変位）である。移動関連量が推定される車両のばね上部は、電磁サスペンション
ユニットが取り付けられる車体側部と同じ部材であっても異なる部材であってもよい。
(１６)前記推定部が、前記電磁サスペンションユニットについて作成された予め定められ
たモデルに基づき、(i)前記車両のばね下部の上下方向の移動量の実際値および移動速度
の実際値と、(ii)前記電動アクチュエータによって付与される上下方向力の実際値とから
、(x)前記中間部材移動関連量と(y)前記ばね上部移動関連量との少なくとも一方を推定す
るオブザーバを含む(15)項に記載の電磁サスペンションシステム。
　ショックアブソーバと電動アクチュエータとが、中間部材を介して車輪側部と車体側部
との間に直列に設けられる場合、モデルを用いて、ばね下部の移動量、移動速度、電動ア
クチュエータの出力等を入力して、中間部材の移動量（変位）、移動速度（絶対速度）や
ばね上部の移動量（変位）、移動速度（絶対速度）がオブザーバにより推定される。
　推定された中間部材の移動量、移動速度に基づけば、ショックアブソーバの伸縮量や伸
縮速度を推定することができ、推定されたばね上部の移動量、移動速度に基づけば、ばね
上ばね下間距離の変化量や変化速度を推定することができる。また、中間部材の移動量、
移動速度と、ばね上部の移動量、移動速度との両方に基づけば、電動アクチュエータの作
動量や作動速度を推定したりすることができる。
　なお、車両のばね下部は電磁サスペンションユニットが取り付けられる車輪側部と同じ
部材であっても異なる部材であってもよい。
(１７)前記性能変化検出装置が、(a)前記中間部材移動関連量の実際値を前記アブソーバ
伸縮関連量の実際値と前記車両のばね下部の上下方向の移動量と移動速度との少なくとも
一方を含むばね下移動関連量の実際値とから取得する中間部材移動関連量取得部と、(b)
それら中間部材移動関連量の実際値と前記推定部によって推定された中間部材移動関連量
の推定値との差の絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する平均関連値
が予め定められた中間部材対応判定しきい値より大きい場合に、前記電磁サスペンション
ユニットの性能が変化した状態にあると検出する中間部材対応性能変化検出部とを含む(1
5)項または(16)項に記載の電磁サスペンションシステム。
　中間部材の移動関連量の実際値等と推定値等との差の絶対値が大きい場合には、電磁サ
スペンションユニットの性能が変化したとすることができる。
　中間部材は、例えば、ショックアブソーバのシリンダ本体とピストンロッドとのいずれ
か一方に連結されるとともに電動アクチュエータの出力部材に連結されたものを含むもの
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とすることができる。
(１８)前記アブソーバ伸縮関連量推定部が、前記推定部によって推定された前記中間部材
移動関連量の推定値と前記車両のばね下部の上下方向の移動量と移動速度との少なくとも
一方を含むばね下移動関連量の実際値とから、前記アブソーバ伸縮関連量の推定値を取得
する中間部材依拠伸縮関連量推定部を含む(15)項ないし(17)項のいずれか１つに記載の電
磁サスペンションシステム。
　推定された中間部材の移動量、移動速度からばね下部の移動量、移動速度を引けば、シ
ョックアブソーバ伸縮関連量を推定することができる。
(１９)前記性能変化検出装置が、(a)前記推定部によって推定された前記ばね上部移動関
連量の推定値から前記中間部材移動関連量の推定値を引いて前記電動アクチュエータの作
動量と作動速度との少なくとも一方を含む電動作動関連量の推定値を取得する電動作動関
連量推定値取得部と、(b)前記電動アクチュエータの電動作動関連量の実際値の絶対値の
予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する平均関連実際値が、前記電動作動関連
量推定値取得部によって取得された推定値の絶対値の前記設定時間内の平均的な値に関連
する平均関連推定値で決まる第２ロック側変化判定しきい値より小さい場合に、前記電動
アクチュエータの性能がロック側に変化した状態にあると検出する第２ロック側変化検出
手段とを含む(15)項ないし(18)項のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシステム。
　ばね上部移動関連量と中間部材移動関連量とに基づけば、電動アクチュエータの電動作
動関連量を取得することができる。
(２０)前記実アブソーバ伸縮関連量取得部が、前記車体側部と前記車輪側部との間の距離
の変化量と変化速度との少なくとも一方を含むばね上ばね下間距離関連量の実際値と、前
記電動アクチュエータの作動量と作動速度との少なくとも一方を含む電動作動関連量の実
際値とから前記アブソーバ伸縮関連量の実際値を取得する実伸縮関連量算出部を含む(1)
ないし(19)項のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシステム。
　ショックアブソーバと電動アクチュエータとが、車輪側部と車体側部との間に直列に設
けられる場合、ショックアブソーバの伸縮量を検出するには、ピストンのシリンダ本体に
対する相対移動量を検出しなければならない。しかし、ピストンのシリンダ本体に対する
相対移動量を検出するセンサは設けられていないのが普通である。一方、車高センサでは
、ショックアブソーバの伸縮を検出することはできない。そこで、本項に記載の電磁サス
ペンションシステムにおいては、２つの以上のセンサによる検出値を用いてショックアブ
ソーバの伸縮が検出されるのである。
　例えば、車高センサによる検出値からばね上ばね下間距離関連量の実際値が取得され、
電動アクチュエータの作動量を検出するセンサの検出値から電動作動関連量の実際値が取
得され、ばね上ばね下間距離関連量の実際値から電動作動関連量の実際値を引くことによ
りショックアブソーバの伸縮関連量の実際値が取得される。
　また、ばね上ばね下間距離関連量の実際値は、ばね上部移動関連量の実際値とばね下部
移動関連量の実際値とから取得することもできる。ばね上ばね下間距離関連量、ばね上部
移動関連量、ばね下部移動関連量の間には、予め定められた関係が成立するため、これら
のうちの２つを取得できれば、残りの１つを算出することが可能である。以下、本明細書
に記載の「実際値」は、１つのセンサにより直接検出される場合、１つのセンサによる検
出値から算出される場合（微分、積分等）、複数のセンサによる検出値から算出される場
合等がある。
(２１)前記性能変化検出装置が、前記電磁サスペンションユニットにおける性能変化の程
度を段階的に検出する性能変化レベル検出部を含む(1)項ないし(20)項のいずれか１つに
記載の電磁サスペンションシステム。
　性能変化のレベルを段階的に検出できれば、交換の時期、修理の時期がわかり、便利で
ある。また、経時的な性能変化を評価する上で有効である。
(２２)当該電磁サスペンションシステムが、前記性能変化検出装置によって検出された前
記電磁サスペンションユニットにおける性能変化の検出結果を報知する報知部を含む(1)
項ないし(21)項のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシステム。
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(２３)前記電磁サスペンションユニットが、前記車両の前後左右の各輪に対応して設けら
れたものであり、前記性能変化検出装置が、前記前後左右の各輪毎の電磁サスペンション
ユニットの各々について前記実アブソーバ伸縮関連量取得部によって取得された前記アブ
ソーバ伸縮関連量の実際値の絶対値の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連する
平均関連実際値同士を比較して、前後左右の各輪の前記ショックアブソーバの各々の性能
変化を検出する各輪比較型性能変化検出部を含む(1)項ないし(22)項のいずれか１つに記
載の電磁サスペンションシステム。
(２４)前記各輪比較型性能変化検出部が、(a)前記前後左右の各輪のうちの検査対象車輪
についてのアブソーバ伸縮関連量の平均関連実際値が、前後左右の各輪のアブソーバ伸縮
関連量の平均関連実際値の平均的な値で決まる設定範囲の下限値より小さい場合に、前記
検査対象車輪の前記ショックアブソーバの性能が伸縮抵抗が大きくなる側に変化した状態
にあると検出する手段と、(b)検査対象車輪についての前記アブソーバ伸縮関連量の平均
関連実際値が、前記設定範囲の上限値より大きい場合に、前記検査対象車輪の前記ショッ
クアブソーバの性能が伸縮抵抗が小さくなる側に変化した状態にあると検出する手段との
少なくとも一方を含む(23)項に記載の電磁サスペンションシステム。
　４輪の各々の電磁サスペンションユニットのショックアブソーバの伸縮関連量の実際値
等同士を比較すれば、４輪各々におけるショックアブソーバの性能変化を、それぞれ、検
出することができる。
　この検出は、電動アクチュエータの性能が変化していないことが前提である。
(２５)前記電磁サスペンションユニットが、前記車両の前後左右の各輪に対応して設けら
れたものであり、前記性能変化検出装置が、前記電動アクチュエータの作動量と作動速度
との少なくとも一方を含む電動作動関連量の実際値を取得する電動作動関連量取得部と、
前記前後左右の各輪毎の電磁サスペンションユニットの各々について、前記電動作動関連
量取得部によって取得された電動作動関連量の実際値同士を比較することにより、各輪毎
にそれぞれ前記電動アクチュエータの性能変化を検出する電動アクチュエータ性能変化検
出部とを含む(1)項ないし(23)項のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシステム。
　前後左右に各輪毎で、電動アクチュエータの電動作動関連量の実際値等同士を比較すれ
ば、電動アクチュエータの性能変化を検出することができる。
(２６)前記電動アクチュエータ性能変化検出部が、(a)前記前後左右の各輪のうちの検査
対象車輪についての前記電動作動関連量の予め定められた設定時間内の平均的な値に関連
する平均関連実際値が、前後左右の各輪の電動作動関連量の前記平均関連値の平均的な値
できまる設定範囲の下限値より小さい場合に、前記検査対象車輪の前記電動アクチュエー
タの性能がロック側に変化した状態にあると検出する手段と、(b)検査対象車輪について
の前記電動作動関連量の平均関連実際値が、前記設定範囲の上限値より大きい場合に、前
記検査対象車輪の前記電動アクチュエータの性能がフリー側に変化した状態にあると検出
する手段との少なくとも一方を含む(25)項に記載の電磁サスペンションシステム。
(２７)前記電動アクチュエータと前記液圧式のショックアブソーバとが、前記車体側部と
前記車輪側部との間に、互いに並列に設けられ、前記性能変化検出装置が、(a)少なくと
も前記電動アクチュエータによって付与される上下方向力に基づいて前記アブソーバ伸縮
関連量を推定する並列型アブソーバ伸縮関連量推定部と、(b)その並列型アブソーバ伸縮
関連量推定部によって推定された前記アブソーバ伸縮関連量の推定値と、前記実アブソー
バ伸縮関連量取得部によって取得された前記アブソーバ伸縮関連量の実際値とを比較して
、前記電磁サスペンションユニットの性能変化を検出する並列型性能変化検出部を含む(1
)項ないし(9)項、(20)項ないし(26)項のいずれか１つに記載の電磁サスペンションシステ
ム。
　ショックアブソーバにおいて伸縮抵抗が大きくなると、実際値等が推定値等より小さく
なり、伸縮抵抗が小さくなる（液漏れ等による減衰不足が生じる）と実際値等が推定値等
より大きくなる。
　また、電動アクチュエータの性能がロック側に変化すると、ショックアブソーバの伸縮
関連量の実際値等が推定値等より小さくなり、フリー側に変化すると、実際値等が推定値
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等より大きくなる。
　以上のことから、電磁サスペンションユニットにおいて、ショックアブソーバの性能変
化や電動アクチュエータの性能変化を検出することができる。
　なお、車体側部と車輪側部との間には、さらに、サスペンションスプリングが、電動ア
クチュエータ、ショックアブソーバと並列に設けられるのが普通である。
(２８)車両の車輪に対応して、車体側部と車輪側部との間に、互いに直列に、中間部材を
介して連結された(a)液圧式のショックアブソーバと、(b)前記車体側部と前記車輪側部と
の間に上下方向力を付与する電動アクチュエータとを備えた電磁サスペンションユニット
と、
　前記電磁サスペンションユニットに上下方向の振動が加えられている状態において、(a
)前記電磁サスペンションユニットについて作成された予め定められたモデルに基づき、
前記車両のばね下部の上下方向の移動量の実際値および移動速度の実際値と、前記電動ア
クチュエータによって付与される上下方向力の実際値とから、前記中間部材の上下方向の
移動量と移動速度との少なくとも一方を含む中間部材移動関連量と、前記車両のばね上部
の上下方向の移動量と移動速度との少なくとも一方を含むばね上部移動関連量との少なく
とも一方を推定する推定装置と
を含むことを特徴とする電磁サスペンションシステム。
　中間部材移動関連量、ばね上部移動関連量が推定されるため、推定された値を利用すれ
ば、アブソーバ伸縮関連量の推定値、電動作動関連量の推定値、ばね上ばね下間距離関連
量の推定値を取得することができ、それらの推定値等を使用すれば、電磁サスペンション
ユニットの性能変化の有無の検出、性能変化の部位の特定が可能となる。
　また、電動アクチュエータによって付与される上下方向力の実際値は、制御指令値から
取得された値であっても、電動アクチュエータに流れる実際の電流値に基づいて取得され
た値であってもよい。
　本項に記載の電磁サスペンションシステムには、(1)項ないし(27)項のいずれか１つに
記載の技術的特徴を採用することができる。具体的な性能変化の有無の検出、性能変化部
の特定等について、上述の各項の関連する記載を抜き出して採用することができる。

                                                                                
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の一実施例である電磁サスペンションシステムの全体を示す概念図である
。
【図２】上記電磁サスペンションシステムに含まれる電磁サスペンションユニットの断面
図である。
【図３】上記電磁サスペンションユニットを表すシミュレーションモデルである。
【図４】上記電磁サスペンションユニットを表す推定モデルである。
【図５】上記電磁サスペンションシステムのサスペンションＥＣＵの記憶部に記憶された
サスペンション制御プログラムを表すフローチャートである。
【図６】上記サスペンションＥＣＵの記憶部に記憶された性能検査プログラムを表すフロ
ーチャートである。
【図７】上記性能検査プログラムの一部を表すフローチャートである。
【図８】上記シミュレーションモデルを使用して得られた性能検査の結果を示す図である
。
【図９】上記の場合とは別の状態で行われた性能検査の結果を示す図である。
【図１０】上記の場合とはさらに別の状態で行われた性能検査の結果を示す図である。
【図１１】上記の場合とは別の状態で行われた性能検査の結果を示す図である。
【図１２】上記性能検査プログラムとは別のプログラムの一部を示すフローチャートであ
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る。
【図１３】上記性能検査プログラムとはさらに別のプログラムの一部を示すフローチャー
トである。
【図１４】上記サスペンションＥＣＵの記憶部に記憶された別の性能検査プログラムを表
すフローチャートである。
【図１５】上記の場合とは別の推定モデルを示す図である。
【図１６】上記推定モデルを使用して実行される性能検査プログラムを表すフローチャー
トである。
【図１７】本発明の別の一実施例である上記電磁サスペンションシステムに含まれる電磁
サスペンションユニットの断面図である。
【図１８】上記電磁サスペンションユニットについて作成された推定モデルである。
【符号の説明】
【００１０】
　４：電磁サスペンションユニット　１６：電動アクチュエータ　１８：液圧式ショック
アブソーバ　２０：サスペンションスプリング　５０：電動モータ　７７：ねじ機構　７
８：シリンダ本体　８０：ピストン　８２：伝達部材　８４，８６：圧縮コイルスプリン
グ　１３０：中間マス　１３２：ばね下部　１３４：ばね上部　１５０：ばね上加速度セ
ンサ　１５２：車高センサ　１５４：ばね下加速度センサ　１５６：サスペンションＥＣ
Ｕ　１６０：駆動回路　１６２：回転角センサ　１６４：電流計　１６８：報知部
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　本発明の一実施例である電磁サスペンションシステムを図１に示す。
　電磁サスペンションシステムにおいて、車両の前後左右の各車輪２FL，FR，RL，RRに対
応して、それぞれ、電磁サスペンションユニット４FL，FR，RL，RRが、車輪側部１２（図
２参照）と車体側部１４（図２参照）との間に設けられる。以下、符号は、車輪位置を特
定する必要がない場合には、車輪位置FL，FR，RL，RRを付することなく使用する。他の構
成要素についても同様とする。
　電磁サスペンションユニット４は、図２に示すように、車輪２を保持するサスペンショ
ンロアアーム（車輪側部）１２と、車体の、その車輪１２に対応する部分１４（電磁サス
ペンションユニット４が取り付けられた部分。車体側部）との間に取り付けられるもので
あって、上下方向力を付与する電動アクチュエータ１６と、液圧式のショックアブソーバ
１８と、サスペンションスプリングとしてのエアスプリング２０とを含む。電動アクチュ
エータ１６と液圧式ショックアブソーバ１８とが、車輪側部１２と車体側部１４との間に
直列に設けられ、これらとエアスプリング２０とが並列に設けられる。
【００１２】
　エアスプリング２０は、チャンバシェル３０と、エアピストン筒３２と、それらの間に
設けられたダイヤフラム３４とを含む。
　チャンバシェル３０は、車体側部１４に、マウント部（弾性部材を含む）３５を介して
、原則的に、上下方向に相対移動不能に連結され、チャンバシェル３０の内側には、電動
アクチュエータ１６のハウジング（以下、モータハウジングと称する）３８が固定されて
いる。
　エアピストン筒３２は、液圧式ショックアブソーバ１８のハウジング（以下、アブソー
バハウジングと称する）４０に固定され、アブソーバハウジング４０が、ロアアーム１２
に、原則的に、上下方向に相対移動不能に連結されている。また、エアピストン筒３２は
、モータハウジング３８に対して、相対移動可能とされている。
　ダイヤフラム３４は、一端部がチャンバシェル３０に固定され、他端部がエアピストン
筒３２に固定されており、それらチャンバシェル３０、ダイヤフラム３４、エアピストン
筒３２，モータハウジング３８によってエアチャンバ（エア室）４２が形成される。
　なお、エアチャンバ４２には、流体としての圧縮エアが封入されており、圧縮エアによ
って、車体が弾性的に支持される。また、エアチャンバ４２に収容される圧縮エアの量を
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調整することによって、車体側部１４と車輪側部１２との間の距離である車高（定常的な
距離）を調整することができる。
【００１３】
　電動アクチュエータ１６は、前述のモータハウジング３８、電動モータ５０、ナット部
材５２、ねじ軸５４、回り止め部材５６等を含む。
　電動モータ５０は、複数のコイル６０を含むステータと、コイル６０の内周側に設けら
れたロータとしてのモータ出力軸６２とを含む。モータ出力軸６２は、複数の磁石部を備
えたものであり、軸受６４，６６を介してモータハウジング３８に相対回転可能に保持さ
れている。モータ出力軸６２は中空状の筒状とされており、内周側にナット部材５２が相
対回転不能に保持されている。なお、モータ出力軸６２において、磁石部は、モータ出力
軸６２の外周面に設けても、埋め込んでもよい。
　ナット部材５２の内周側には雌ねじ部が形成されており、多数のベアリングボールが保
持されている。ねじ軸５４は、ナット部材５２の内周側を貫通して設けられるが、ねじ軸
５４の外周面には、ナット部材５２の雌ねじ部と、ベアリングボールを介して螺合するね
じ溝が形成されるとともに、軸方向に延びた複数の凹部７２が形成されている。ねじ軸５
４は、中間部においてナット部材５２および回り止め部材５６を貫通し、下端部において
液圧式ショックアブソーバ１８のピストンロッド７４に固定されるとともに力伝達装置７
６を介してアブソーバハウジング４０に連結される。
　回り止め部材５６は、モータハウジング３８に相対回転不能に保持される。また、内周
面には、ねじ軸５４に形成された凹部７２と同じ位相で軸方向に延びた突部が形成され、
ねじ軸５４が、それの凹部７２が突部に係合する相対位相で、回り止め部材５６の内周側
に配設される。回り止め部材５６により、ねじ軸５４のモータハウジング３８に対する相
対回転が阻止されつつ、軸方向の相対移動が許容される。回り止め部材５６は、ねじ軸５
４の横方向の移動を阻止する機能も有する。
　本実施例においては、ねじ軸５４、ナット部５２，回り止め部材５６等により回転を直
線運動に変換する運動変換機構７７が構成される。運動変換機構７７はボールねじ機構を
有するものであり、力伝達機構でもある。
【００１４】
　液圧式のショックアブソーバ１８は、作動液を収容するシリンダ本体７８を含むアブソ
ーバハウジング４０、シリンダ本体７８の内周側に摺動可能に嵌合されたピストン８０、
ピストンロッド７４、ねじ軸５４とアブソーバハウジング４０とを連結する力伝達装置７
６等を含む。
　力伝達装置７６は、伝達部材８２，圧縮コイルスプリング８４，８６等を含む。伝達部
材８２は、概して、円筒状を成したものであり、底部においてねじ軸５４に固定され、筒
部の開口部に設けられたフランジが中間リテーナ８８とされ、シリンダ本体７８に固定さ
れた下部リテーナ９０および上部リテーナ９２の中間に位置する。これら上部リテーナ９
２と中間リテーナ８８との間に圧縮コイルスプリング８６が設けられ、中間リテーナ８８
と下部リテーナ９０との間に圧縮コイルスプリング８４が設けられる。本実施例において
は、上部リテーナ９２がスプリング８４，８６を外周部から覆う形状とされている。上部
リテーナ９２、シリンダ本体７８、下部リテーナ９０等によりアブソーバハウジング４０
が構成され、シリンダ本体７８においてロアアーム１２に、マウント部９８を介して、原
則として、上下方向に相対移動不能に連結される。
【００１５】
　一方、シリンダ本体７８の内周側は、ピストン８０によって、下室１０４と上室１０６
とに仕切られる。ピストン８０には、上下方向に貫通する複数の液通路が形成され、ピス
トン８０とシリンダ本体７８との相対移動に伴って、上室１０６と下室１０４との間の作
動液の流れが許容される。
　また、シリンダ本体７８は、外筒１１０と内筒１１２とを含み、それらの間がリザーバ
室１１４とされている。ピストン８０は、内筒１１２の内周側に摺動可能に嵌合されてい
るのであり、下室１０４とリザーバ室１１４との間に設けられたベースバルブ体１１６を
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介して、下室１０４とリザーバ室１１４との間の作動液の流れが許容される。
　液圧式のショックアブソーバ１８においては、ピストン８０に設けられた液通路、ベー
スバルブ体１１６に設けられた液通路を作動液が流れる場合に、それの流速に応じた抵抗
力である減衰力が加えられる。
【００１６】
　伝達部材８２の底部の下面に設けられたゴム等の弾性部材１２０とシリンダ本体７８の
外側上面１２２とによって、ダンパバウンド側ストッパが構成され、ピストン８０の上面
に設けられたゴム等の弾性部材１２６とシリンダ本体７８の内側下面１２８とによってダ
ンパリバウンド側ストッパが構成される。
　また、モータハウジング３８の下部に設けられたゴム等の弾性部材１３０と、上部リテ
ーナ９２の上面１３２とによってサスバウンド側ストッパが構成され、上部リテーナ９２
の下面１３６とモータハウジング３８に連結された連結部材の内側突部に設けられたの弾
性部材１３８とによってサスリバウンド側ストッパが構成される。
【００１７】
　本実施例においては、伝達部材８２，ねじ軸５４により中間マス１４０（図３等参照）
が構成される。また、アブソーバハウジング４０，ロアアーム１２、マウント部９８等に
よりばね下部１４２が構成され、モータハウジング３８，シェル３０，マウント部３５，
車体側部１４等によりばね上部１４４が構成される。
【００１８】
　各電磁サスペンションユニット４に対応して、それぞれ、ばね上部１４４のいずれかの
部材の上下方向の絶対加速度を検出するばね上加速度センサ１５０，ばね下部１４２のい
ずれかの部材の上下方向の絶対加速度を検出するばね下加速度センサ１５２，ばね上ばね
下間の距離である車高を検出する車高センサ１５４等が設けられ、コンピュータを主体と
するサスペンションＥＣＵ１５６に接続される。また、各電動モータ５０に対応してイン
バータを主体とする駆動回路１６０が接続され、駆動回路１６０の各々には、電動モータ
５０の回転角度を検出する回転角センサ１６２が接続されている。駆動回路１６０は、ス
イッチ回路、そのスイッチ回路を制御するスイッチ制御部、電流計１６４等を含み、サス
ペンションＥＣＵ１５６からの指令に基づいてスイッチ回路が制御される。電流計１６４
によってスイッチ回路を流れる電流、すなわち、電動モータ５０を流れる電流が検出され
る。駆動回路１６０には、電源装置１６６が接続されている。
　サスペンションＥＣＵ１５６は、実行部、記憶部、入出力部等を備えたコンピュータを
主体とするものであり、記憶部には、サスペンション制御プログラム、性能検査プログラ
ム等が記憶されている。サスペンションＥＣＵ１５６には、報知部１６８が接続される。
報知部１６８は、音声出力部、ディスプレイ、ＬＥＤ等の１つ以上を含むものであり、電
磁サスペンションユニット４の性能変化を報知する。
【００１９】
　以上のように構成された電磁サスペンションシステムにおいて、電磁サスペンションユ
ニット４の電動モータ５０の制御により、ばね上部１４４とばね下部１４２とを接近させ
たり、離間させたりする力を積極的に付与可能とされている。例えば、スカイフックダン
パ理論に基づいて、減衰力が付与されるようにすれば、ばね上部１４４のばね下部１４２
に対する上下方向の振動を良好に抑制することができる。
　図５のフローチャートで表されるサスペンション制御プログラムが予め定められた設定
時間毎に実行される。
　ステップ１（以下、Ｓ１と略称する。他のステップについても同様とする）において、
ばね上加速度、ばね下加速度、車高等のデータが読み込まれ、Ｓ２において、それらデー
タ値に基づいて電動モータ５０の目標出力が求められ、予め定められた規則に従って供給
電流値である制御指令値が決定される。そして、制御指令値が各輪の駆動回路１６０に出
力される。
　なお、その他、電動モータ５０は、車両の走行状態に基づいて制御されるようにするこ
ともでき、その場合には、ヨーレイト、ステアリングホイールの操舵角、制動状態、駆動
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状態等に基づいて制御されることになる。
【００２０】
　電磁サスペンションユニット４は、例えば、車両の走行中において、路面の凹凸に応じ
て伸縮させられ、ばね上部１４４とばね下部１４２との間の距離が変化させられる。
　電磁サスペンションユニット４の伸縮は、電動アクチュエータ１６における伸縮（中間
マス１４０とばね上部１４４との間の相対移動）と、液圧式ショックアブソーバ１８にお
ける伸縮（シリンダ本体７８とピストン８０との間の相対移動であり、中間マス１４０と
ばね下部１４２との相対移動であると考えることもできる）とを含む。
　この電磁サスペンションユニット４は、図３のシミュレーションモデル２００で表すこ
とができる。シミュレーションモデル２００において、路面とばね下部１４２との間に車
輪２のタイヤ２０１が介在し、ばね下部１４２とばね上部１４４との間にエアスプリング
２０が介在し、モータハウジング３８等と車体側部１４との間にマウント部３５が介在す
る。マウント部３５は、互いに並列に配設されたスプリングおよびダンパと等価な部材と
して表される（VoigtModel)。
　また、ばね上部１４４と中間マス１４０との間には、電動モータ５０、運動変換機構７
７が介在する。ばね上部１４４と中間マス１４０との間には、電動モータ５０の駆動力と
慣性力とが作用するのである。
　さらに、中間マス１４０とばね下部１４２との間には、液圧式ショックアブソーバ１８
と圧縮コイルスプリング８４，８６とが設けられる。ダンパとスプリングとが並列に設け
られることになる。
　このシミュレーションモデル２００に基づいて、路面変化に起因する、ばね下部１４２
，中間マス１４０，ばね上部１４４の上下方向の振動がシミュレートとされる。
【００２１】
　本実施例においては、電磁サスペンションユニット４における性能変化が検出される。
また、その性能が低下している部位も特定される。
　液圧式ショックアブソーバ１８の伸縮速度ＶSの実際値（実測値）ＶS*と推定値ＶS′と
が比較される。実際値ＶS*は、車高センサ１５４による検出値Ｈの微分値と回転角センサ
１６２（本実施例において、基準位置からの回転角θ*を検出する）の検出値θ*にねじ軸
５４のリードＬを掛けた値の微分値とから算出される。このように、液圧式ショックアブ
ソーバ１８における伸縮を直接検出するセンサが設けられていないため、複数のセンサの
検出値を用いて液圧式ショックアブソーバ１８の伸縮速度ＶS*が算出されることになる。
このことから、実際値ＶS*は算出値と称することができる。
ＶS*＝dＨ*／dt－Ｌ・ｄθ*／dt・・・(1)
【００２２】
　推定値ＶS′は図４(a)に示す推定モデル２１０を利用して求められる。推定モデル２１
０は、シミュレーションモデル２００において、車体側部１４、モータハウジング３８等
をばね上部１４４として１つのマスとしたものである。
　推定モデル２１０において、エアスプリング２０のばね係数をＫｃとし、ばね上部１４
４と中間マス１４０との間の慣性係数をＩｄとし、中間マス１４０とばね下部１４２との
間の圧縮コイルスプリング８４，８６全体のばね定数をＫｓとし、液圧式ショックアブソ
ーバ１８における減衰係数をＣｓとした。また、ばね上部１４４，ばね下部１４２，中間
マス１４０のそれぞれの質量を、それぞれ、ｍ2，ｍ1，ｍ3とし、これらの上下方向の基
準位置からの変位を、それぞれ、ｘ2，ｘ1，ｘ3とする。上下方向の基準位置は、電動モ
ータ５０のフリーの状態で、静止している位置をいう。
　慣性係数Ｉｄ、ばね定数Ｋｃ、Ｋｓ、減衰係数Ｃｓは、設計者によって適宜設定できる
値であるが、例えば、正常範囲内の大きさとしたり、新品の状態の大きさとしたりするこ
と等ができる。
　そして、この推定モデル２１０において、ばね上部１４４，中間マス１４０の各々につ
いて、図４(b)の式(4b1) 、(4b2)が示すように運動方程式が成立する。
　ばね上部１４４においては、ばね下部１４２との間にエアスプリング２０による弾性力
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｛Ｋｃ・（ｘ2－ｘ1）｝が加えられ、中間マス１４０との間に、慣性力［Ｉｄ｛（d2ｘ2

／dt2）－（d2ｘ3／dt2)｝］と電動モータ５０による上下方向力Ｆｍとが加えられる。そ
のため、ばね上部１４４の質量ｍ2に加速度（d2ｘ2／dt2）を掛けた値｛ｍ2・（d2ｘ2／d
t2）｝が、加えられる力と等しくなり、式(4b1)が成立する。慣性力と電動モータ５０に
よる上下方向力Ｆｍとは逆向きに加えられるのであり、電動モータ５０により抵抗力が加
えられることになる。
　中間マス１４０においては、ばね上部１４４との間には、慣性力と電動モータ５０によ
る上下方向力Ｆｍとが加えられ、ばね下部１４２との間には、圧縮コイルスプリング８４
，８６による弾性力｛Ｋｓ・（ｘ3－ｘ1）｝と、液圧式ショックアブソーバ１８における
減衰力［Ｃｓ｛（dｘ3／dt）－（dｘ1／dt)｝］とが加えられるのであり、式(4b2)が成立
する。
【００２３】
　また、図４(c)の式(4c2)が示すように、入力ベクトルＵ，出力ベクトルＸとした場合に
、状態方程式(4c1) が成立する。行列式Ａ，Ｂは、式(4c3)、(4c4)に示す。式(4c2)に示
すように入力は、ばね下部１４２の絶対変位ｘ1*、絶対速度（変位の微分値）ｄｘ1*／dt
、電動モータ５０の出力Ｆｍであり、出力は、ばね上部１４４、中間マス１４０の絶対変
位ｘ2′，ｘ3′、絶対速度（変位の微分値）(dｘ2／dt)′、(dｘ3／dt)′である。オブザ
ーバにより、出力ベクトルＸで表される各要素が推定される（推定値が得られる）のであ
る。なお、電動モータ５０の出力Ｆｍは、駆動回路１６０に実際に流れる電流に基づいて
取得される。また、ばね下部１４２の絶対変位ｘ1*、絶対速度ｄｘ1*／dtは、ばね下加速
度センサ１５２による検出値ｄ2ｘ1*／dt2を積分して求められる。
　推定された中間マス１４０の絶対速度(dｘ3／dt)′に基づいて、液圧式ショックアブソ
ーバ１８の伸縮速度ＶS′が求められる。
ＶS′＝(dｘ3／dt)′－(dｘ1／dt)*  ・・・(2)
【００２４】
　図６のフローチャートで表される性能検査プログラムは、車両の走行中において、予め
定められた設定時間毎に実行される。
　Ｓ１１において、各データ（ばね下加速度、車高、モータ回転角等）が読み込まれ、Ｓ
１２において、ショックアブソーバ１８の伸縮速度（以下、アブソーバ伸縮速度と称する
）の実際値ＶS*が(1)式に従って取得され、Ｓ１３において、オブザーバを利用して推定
された中間マス１４０の絶対速度（ｄｘ3／dt）′等が読み込まれ、Ｓ１４において、ア
ブソーバ伸縮速度の推定値ＶS′が(2)式に従って取得される。Ｓ１５において、実際値Ｖ

S*と推定値ＶS′との差の絶対値｜ＶS*－ＶS′｜の予め定められた設定時間内の積算値Σ
ＶSが取得され、Ｓ１６において、判定しきい値Ｓthより大きいか否かが判定される。
Σ｜ＶS*－ＶS′｜＝ΣＶS

ＶS＞Ｓth
  本実施例において、アブソーバ伸縮速度の実際値、推定値は、Ｓ１２、１４において取
得されるのであり、サイクルタイム毎に取得される離散値である。積算値は、離散値であ
る各データの絶対値の、予め定められた設定時間内の総和である。積算値ΣＶSは、設定
時間内の平均的な値に関連する値の一例である。
　積算値ΣＶSが判定しきい値Ｓth以下である場合には、Ｓ１７において、電磁サスペン
ションユニット４において、「性能変化していない」と判定されるが、積算値ΣＶSが判
定しきい値Ｓthより大きい場合には、電磁サスペンションユニット４において、「性能変
化した状態にある」と判定される。
  以下、Ｓ１８以降において、性能変化した部位が特定される。
【００２５】
　判定しきい値Ｓthは、０より大きい正の値であるが、絶対値を大きくすれば、推定モデ
ル２１０で決まる状態から大きく外れた場合に性能が変化したと検出され、絶対値を小さ
くすれば、推定モデル２１０で決まる状態からの外れ量が小さくても、性能が変化したと
検出されることになる。また、判定しきい値Ｓthとして、互いに異なる複数の値を採用す
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れば、性能の変化のレベルを複数段階で検出することができる。
　図８～１１には、同じパターンの路面入力が行われた場合の、実際値（実線）と推定値
（一点鎖線）とを示す。推定値は、前述のように推定モデル２１０に基づいて推定された
値であり、実際値は、図４のシミュレーションモデル２００を用いて（それぞれ、性能が
変化していない部位については推定モデル２１０における場合と同じ性能とし、性能が変
化した部位については変化させる）、取得した結果である。
　図８，図９(a)，図１０、図１１(a)、(c)、(e)には、アブソーバ伸縮速度の実際値ＶS*
と推定値ＶS′とを示す。図８には、電磁サスペンションユニット４において性能変化が
生じていない場合の実際値ＶS*と推定値ＶS′とを示す。図８から、推定値ＶS′と実際値
ＶS*とがよく一致していることが明らかである。
　また、図９(a)，図１０，図１１(a)、(c)、(e)には、電磁サスペンションユニット４の
いずれかの部位において性能が変化している状態の実際値ＶS*と推定値ＶS′とを示す。
いずれの図からも、推定値ＶS′と実際値ＶS*とが一致しないことが明らかであり、これ
らの差の絶対値の設定時間の間の積算値ΣＶSが判定しきい値Ｓthより大きくなる。
【００２６】
　Ｓ１８において、電動アクチュエータ１６の作動速度（以下、電動アクチュエータ伸縮
速度と称する）の実際値Ｖb*が取得される。電動アクチュエータ伸縮速度は、ばね上部１
４４と中間マス１４０との間の距離の相対的な変化速度Ｖb*であり、実際値Ｖb*が回転角
センサ１６２による検出値θ*とねじ軸５４のリードＬとに基づいて取得される。
Ｖb*＝Ｌ・dθ*／dt
　また、推定値Ｖb′は、ばね上部１４４の絶対速度の推定値（dｘ2／dt）′から中間マ
ス１４０の絶対速度の推定値（dｘ3／dt）′を引いた値として取得される。ばね上部１４
４の絶対速度の推定値（dｘ2／dt）′，中間マス１４０の絶対速度の推定値（dｘ3／dt）
′は、それぞれ、オブザーバにより取得される。
Ｖb′＝（dｘ2／dt）′－（dｘ3／dt）′
　さらに、電動アクチュエータ伸縮速度の実際値、推定値の各々について、それの絶対値
の設定時間内の積算値（平均関連実際値、平均関連推定値の一態様であり、以下、実際値
の積算値、推定値の積算値と称する）Σ｜Ｖb*｜、Σ｜Ｖb′｜が、それぞれ、取得され
る。
　そして、Ｓ１９において、実際値の積算値Σ｜Ｖb*｜がロック側変化判定しきい値ＳＲ
th（推定値の積算値Σ｜Ｖb′｜から設定値Δｂを引いた値）より小さいか否かが判定さ
れる。
ＳＲth＝Σ｜Ｖb′｜－Δｂ
Σ｜Ｖb*｜＜ＳＲth
  実際値の積算値Σ｜Ｖb*｜がロック側変化判定しきい値ＳＲthより小さい場合には、Ｓ
２０において、電動アクチュエータ１６において、性能がロック側に変化したと検出され
、そのことが報知部１６８を介して報知される。例えば、ボールねじ機構７７（ねじ軸５
４とナット部５２との間）の摩擦が大きい状態、ねじ軸５４とナット部５２との間の噛み
込み等によりねじ軸５４が移動できなくなった状態、電動モータ５０がロックした状態が
該当する。
　電動モータ５０が予め定められた規則に従って制御されている場合には、電動アクチュ
エータ１６の作動量は、ある程度大きな値となるはずである。また、電動モータ５０が制
御されていなくても、運動変換機構７７がボールねじ機構を含むため、摩擦が小さい。伸
縮速度に応じた減衰力が発生する程度である。そのため、路面入力に起因する電動アクチ
ュエータ１６における伸縮速度はある程度大きな値となるはずである。
　それに対して、実際値の積算値Σ｜Ｖb*｜がロック側しきい値ＳＲthより小さい場合に
は、電動アクチュエータ１６において抵抗が大きくなったと検出することができる。
　図９(b)には、ねじ軸５４とナット部５２との間の摩擦が非常に大きい場合（ロックに
近い状態）の電動アクチュエータ伸縮速度の推定値Ｖb′、実際値Ｖb*を示す。図９(b)か
ら、実際値Ｖb*が推定値Ｖb′に対して非常に小さくなることが明らかである。
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【００２７】
　なお、ロック側変化判定しきい値ＳＲthを小さい値、すなわち、設定値Δｂを大きい値
とすれば、ねじ軸５４とナット部５２とが噛み込み、摩擦が非常に大きくなった状態、あ
るいは、電動モータ５０がロックした状態であると検出される。それに対して、ロック側
変化判定しきい値ＳＲthを大きい値、すなわち、設定値Δｂを小さい値とすれば、電動ア
クチュエータ１６における抵抗が推定モデル２１０で決まる状態より多少大きくなった状
態であると検出されることになる。設定値Δｂは、これらの事情を考慮して設定すること
ができ、設定値Δｂを複数段階で設定することもできる。
　なお、ロック側変化判定しきい値ＳＲthは、推定値の積算値Σ｜Ｖb′｜に０より大き
く１以下の係数γを掛けた値とすることもできる。
【００２８】
　Ｓ２１において、Ｓ１２，１４において取得されたアブソーバ伸縮速度の実際値ＶS*、
推定値ＶS′の各々の絶対値の積算値Σ｜ＶS*｜、Σ｜ＶS′｜が取得され、Ｓ２２におい
て、実際値の積算値Σ｜ＶS*｜が、伸縮抵抗不足判定しきい値ＳＡth｛推定値の積算値Σ
｜ＶS′｜と設定値Δｓとの和｝より大きいか否かが判定される。
ＳＡth＝Σ｜ＶS′｜＋Δｓ
Σ｜ＶS*｜＞ＳＡth
  実際値の積算値Σ｜ＶS*｜が伸縮抵抗不足側判定しきい値ＳＡthより大きい場合には、
Ｓ２２の判定がＹＥＳとなり、Ｓ２３において、液圧式ショックアブソーバ１８の性能が
伸縮抵抗が不足する側に変化したと検出され、そのことが報知される。伸縮抵抗（摺動抵
抗）が不足しているために、実際の伸縮速度の絶対値が推定値の絶対値より大きくなるの
である。例えば、液漏れ、オイルの劣化に起因して減衰力が不足している状態、ピストン
８０とシリンダ本体７８との間のシール部の劣化により摩擦が小さくなった状態、圧縮コ
イルスプリング８４，８６におけるばね力が不足している状態等が考えられる。
　なお、ショックアブソーバ１８全体に生じる抵抗力を減衰力を称する場合には、「伸縮
抵抗が小さくなる側の性能変化」を、「減衰力不足側の性能変化」と称することもできる
。
【００２９】
　図１０に、液圧式ショックアブソーバ１８において伸縮抵抗が不足している状態のアブ
ソーバ伸縮速度の実際値ＶS*、推定値ＶS′を示す。図１０から、実際値ＶS*が推定値ＶS

′より大きいことが明らかである。
　電動アクチュエータ１６の性能がロック側に変化した場合、ショックアブソーバ１８の
性能が伸縮抵抗が小さくなる側に変化した場合のいずれの場合にもアブソーバ伸縮関連量
の実際値等が推定値等より大きくなる。それに対して、本実施例においては、Ｓ１８、１
９において、電動アクチュエータ１６の伸縮速度の実際値Ｖb*と推定値Ｖb′とが比較さ
れて、電動アクチュエータ１６が正常である（性能がロック側に変化していない）と判定
された場合に、Ｓ２１、２２が実行されるようにされている。したがって、Ｓ２２により
、アブソーバ伸縮速度の実際値ＶS*等が推定値ＶS′等より大きい場合には、ショックア
ブソーバ１８の性能が伸縮抵抗が小さくなる側に変化したと検出することができるのであ
る。
【００３０】
　なお、上述の設定値Δｓを大きい値として、伸縮抵抗不足判定しきい値ＳＡthを大きい
値とすれば、液圧式ショックアブソーバ１８において伸縮抵抗力が非常に小さい状態にあ
ると検出され、設定値Δｓを小さい値として、伸縮抵抗不足判定しきい値ＳＡthを小さい
値とすれば、伸縮抵抗力が多少不足した状態であると検出されることになる。設定値Δｓ
は０とすることも可能である。
　また、伸縮抵抗不足判定しきい値ＳＡthは、推定値の積算値Σ｜ＶS′｜に１以上の係
数αを掛けた値とすることもできる。
【００３１】
　次に、Ｓ２４において、ばね上ばね下間距離の変化速度の実際値ＶH*が車高センサ１５
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４による検出値Ｈ*を微分することによって得られる。
ＶH*＝dＨ*／dt
  また、ばね上ばね下間距離の変化速度の推定値ＶH′が、ばね上部１４４の絶対速度の
推定値（dｘ2／dt）′からばね下部１４２の絶対速度の実際値(dｘ1／dt) *を引いた値と
して取得される。ばね下部１４２の絶対速度の実際値(dｘ1／dt)*は、ばね下加速度セン
サ１５２の検出値を積分して得られる。
ＶH′＝（dｘ2／dt）′－(dｘ1／dt)*
　そして、Ｓ２５において、推定値ＶH′と実際値ＶH*との差の絶対値｜ＶH*－ＶH′｜の
積載値ΣＶHが取得され、Ｓ２６において、特定しきい値Ｈthより小さいか否かが判定さ
れる。
ΣＶH＝Σ｜ＶH*－ＶH′｜
ΣＶH＜Ｈth
　特定しきい値Ｈthより小さい場合には、Ｓ２７において、液圧式ショックアブソーバ１
８において、伸縮抵抗が大きい側に性能が変化したと判定され、積載値ΣＶHが、特定し
きい値Ｈth以上である場合には、Ｓ２８において、電動アクチュエータ１６においてフリ
ー側に性能が変化したと判定される。いずれにしても、性能が変化したこと、および、そ
の部位が報知される。
【００３２】
　Ｓ２４は、Ｓ２２の判定がＮＯである場合に実行される。そのため、Ｓ２４～２６が実
行されるのは、アブソーバ伸縮関連量の実際値等が推定値等より小さい場合である。アブ
ソーバ伸縮関連量の実際値等が推定値等より小さくなるのは、電動アクチュエータ１６の
性能がフリー側に変化した場合、ショックアブソーバ１８の性能が抵抗が大きくなる側に
変化した場合である。
　また、本電磁サスペンションユニット４において、ショックアブソーバ１８における伸
縮が電動アクチュエータ１６における伸縮に対して小さくなるように設計されているされ
ている。そのため、ばね上ばね下間距離関連量の実際値等と推定値等との差が小さい場合
には、液圧式ショックアブソーバ１８に原因があると考えることができ、逆に、実際値等
と推定値等との差が大きい場合には、電動アクチュエータ１６に原因があると考えること
ができる。
　以上のことから、ばね上ばね下間距離関連量の実際値等と推定値等との差が小さい場合
には、ショックアブソーバ１８の抵抗が大きくなったと判定され、差が大きい場合には、
電動アクチュエータ１６の性能がフリー側に変化したと判定されるのである。
【００３３】
　図１１(b)には、液圧式ショックアブソーバ１８がロックした場合、例えば、減衰力発
生機構のピストン８０、ベースバルブ組立体１１６に設けられたバルブが閉固着している
状態、異物の混入によりすべての連通路が塞がっている状態、異物等によりピストン８０
が移動できなくなった状態等により、アブソーバ伸縮速度の実際値ＶH*がほぼ０となった
場合｛図１１(a)参照]のばね上ばね下間距離の変化速度の推定値ＶH′と実際値ＶH*とを
示す。
　図１１(d)には、液圧式ショックアブソーバ１８における伸縮抵抗が、推定モデル２１
０で決まる状態よりわずかに大きい場合｛図１１(c)｝のばね上ばね下間距離の変化速度
の推定値ＶH′と実際値ＶH*とを示す。
　図１１(b)、(d)に示すように、いずれにしても、推定値ＶH′と実際値ＶH*との差は小
さいことが明らかである。
　また、図１１(f)には、電動モータ５０がフリーになった場合のばね上ばね下間距離の
変化速度の推定値ＶH′と実際値ＶH*とを示す。図１１(f)と、図１１(b)、(d)とを比較す
ると、推定値ＶH′と実際値ＶH*との差が図１１(f)に示す場合の方が大きいことが明らか
である。
　特定しきい値Ｈthは、これらを区別し得る大きさに設定されるのであり、例えば、図１
１(b)に示す場合の差の積載値Σ｜ＶH*－ＶH′｜より設定値だけ大きい値とすることがで
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きる。
【００３４】
　以上のように、本実施例においては、電動アクチュエータ１６の性能変化、ショックア
ブソーバ１８の性能変化を区別して特定することができる。
　また、性能変化が生じた箇所を特定して報知することができるため、仮に、交換する場
合であっても、電磁サスペンションユニット４全体を交換する必要がなくなるという利点
がある。
　本実施例においては、ばね上加速度センサ１５０，ばね下加速度センサ１５２，車高セ
ンサ１５４，回転角センサ１６２，サスペンションＥＣＵ１５６の図６のフローチャート
で表される性能検査プログラムを記憶する部分、実行する部分等により性能変化検出装置
が構成される。そのうちの、車高センサ１５４，回転角センサ１５２，サスペンションＥ
ＣＵ１５６のＳ１２を記憶する部分、実行する部分等により実アブソーバ伸縮関連量取得
部が構成され、ばね下加速度センサ１５２，電流計１６４、Ｓ１３、１４を記憶する部分
、実行する部分等によりアブソーバ伸縮関連量推定部が構成され、Ｓ１５～１８，２２，
２３を記憶する部分、実行する部分等により比較型性能変化検出部が構成される。比較型
性能変化検出部のうち、Ｓ１５～１７を記憶する部分、実行する部分等により性能変化有
無検出部が構成され、Ｓ２２，２３を記憶する部分、実行する部分等により伸縮抵抗不足
検出部が構成される。実アブソーバ伸縮関連量取得部は実伸縮関連量算出部でもあり、ア
ブソーバ伸縮関連量推定部はオブザーバ依拠伸縮関連量推定部でもある。
　また、Ｓ１８～２０，２５～２８を記憶する部分、実行する部分等により性能変化部特
定部が構成される。そのうちのＳ１９，２０を記憶する部分、実行する部分等によりロッ
ク側変化検出手段が構成される。
【００３５】
　一方、Ｓ２８において電動アクチュエータ１６の性能がフリー側に変化したと検出され
た場合には、液圧式ショックアブソーバ１８の性能も伸縮抵抗が大きくなる側に変化して
いる可能性がある。ばね上ばね下間距離の変化速度の実際値ＶH*と推定値ＶH′との差が
大きいのは、電動アクチュエータ１６がフリー側に性能変化し、かつ、ショックアブソー
バ１８が伸縮抵抗が大きくなる側に性能変化した場合も含まれるからである。この場合に
は、Ｓ２８の実行後に、液圧式ショックアブソーバ１８の性能が、伸縮抵抗が大きくなる
側に変化したか否かが検出されるようにすることができる。例えば、図７のフローチャー
トで表される性能変化部位特定ルーチンが実行されるようにすることができる。
　Ｓ４１において、高周波数のショックアブソーバ１８における伸縮速度の実際値ＶS*が
取得されて、実際値ＶS*の絶対値の設定時間内の積載値である実際値の積算値Σ｜ＶS*｜
が取得される。例えば、Ｓ１２において取得された実際値ＶS*から高周波成分が抽出され
、その抽出された高周波成分の実際値ＶS*から実際値の積算値Σ｜ＶS*｜を取得すること
ができる。そして、Ｓ４２において、実際値の積算値Σ｜ＶS*｜が予め定められた抵抗増
加判定しきい値ＳＶthより小さいか否かが判定される。
Σ｜ＶS*｜＜ＳＶth
　抵抗増加判定しきい値より小さい場合には、判定がＹＥＳとなり、液圧式ショックアブ
ソーバ１８の性能が伸縮抵抗が大きい状態に変化したと判定される。
　なお、Ｓ４１～４３は、電磁サスペンションユニット４について高周波数の振動が加振
装置等の外部装置から加えられる状態で実行されるようにすることができる。その場合に
は、所望の周波数の振動で振動させることが可能となる。
　なお、上記実施例において、アブソーバ伸縮速度の推定値ＶS′の絶対値の積算値Σ｜
ＶS′｜が予め定められた設定値（０より大きい値）以上である場合に、Ｓ４１～４３が
実行されるようにすることができる。伸縮速度の実際値ＶS*に高周波成分が含まれない場
合もあり、それにも係わらず、Ｓ４２の判定がＹＥＳとなって、伸縮抵抗が大きいと判定
されるのを防止するためである。
【００３６】
　また、上記実施例においては、Ｓ１８において、電動アクチュエータ伸縮速度の実際値



(24) JP 5115624 B2 2013.1.9

10

20

30

40

50

Ｖb*、推定値Ｖb′それぞれの絶対値の積算値が取得され、Ｓ１９において、これらが比
較されるようにされていたが、Ｓ１８において、電動アクチュエータ伸縮速度の実際値Ｖ

b*の絶対値の設定時間内の積算値Σ｜Ｖb*｜が求められ、Ｓ１９において、予め定められ
た固定値であるロック側変化判定しきい値Ｓｂthaより小さいか否かが判定されるように
することもできる。
Σ｜Ｖb*｜＜Ｓｂtha
  なお、図６のフローチャートのＳ１９の実行に使用されたロック側変化判定しきい値Ｓ
ｂthを相対的ロック側変化判定しきい値と称し、本実施例のロック側変化判定しきい値Ｓ
ｂthaを絶対的ロック側変化判定しきい値と称することもできる。
【００３７】
　また、中間マス１４０の変位と絶対速度との少なくとも一方である中間マス移動関連量
の実際値と推定値とを比較して、電磁サスペンションユニット４の性能変化の有無を取得
することができる。例えば、中間マス１４０の変位ｘ3′、絶対速度(dｘ3／dt)′は、推
定モデル２１０に基づき、オブザーバにより推定される。
　一方、中間マス１４０の変位、絶対速度の実際値ｘ3*、(dｘ3／dt)*は、アブソーバ長
さ、伸縮速度の実際値（Ｈ*－Ｌ・θ*）、ＶS*｛＝（dＨ／dt）*－（Ｌ・dθ／dt）*｝と
ばね下部１４２の変位、絶対速度の実際値ｘ1*、（dｘ1／dt)*とに基づいて取得すること
ができる。
ｘ3*＝（Ｈ*－Ｌ・θ*）＋ｘ1*  ・・・(3)
（dｘ3／dt）*＝（dＨ／dt)*－Ｌ・(dθ／dt）*＋（dｘ1／dt）* ＝ＶS*＋（dｘ1／dt）*
 ・・・(4)
  そして、中間マス移動関連量の実際値等と推定値等との差の絶対値が大きい場合には、
電磁サスペンションユニット４の性能変化が検出される。
【００３８】
　その場合の一例を、図１２の性能検査プログラムを表すフローチャートに基づいて説明
する。本実施例においては、中間マス１４０の絶対速度の実際値と推定値とが比較される
。また、図１２のフローチャートにおいて、中間マス１４０の絶対速度（dｘ3／dt)をＶm

で表す。
　Ｓ１１～１３において、上記実施例における場合と同様に、アブソーバ伸縮速度の実際
値ＶS*が検出されて、中間マス１４０の絶対速度の推定値Ｖm′｛(dｘ3／dt)′｝が取得
される。Ｓ１４′において、中間マス１４０の絶対速度の実際値Ｖm*｛（dｘ3／dt）*｝
が(4)式から算出され、Ｓ１５′において、推定値Ｖm′と実際値Ｖm*との差の絶対値の積
算値Σ｜Ｖm′－Ｖm*｜（＝Σ｜(dｘ3／dt)′－(dｘ3／dt)*｜）が取得されて、Ｓ１６′
において、中間部材対応判定しきい値Ｓｍthと比較されて、性能変化の有無が検出される
。
Σ｜Ｖm′－Ｖm*｜＞Ｓｍth
　差の絶対値の積載値Σ｜Ｖm′－Ｖm*｜が予め定められた中間部材対応判定しきい値Ｓ
ｍth以下である場合には、電磁サスペンションユニット４において性能が変化していない
と判定され、中間部材対応判定しきい値Ｓｍthより大きい場合には、性能変化した状態に
あると判定される。以下、Ｓ１８以降が同様に実行されれば、性能変化の部位を特定する
ことが可能となる。
　本実施例においては、ばね下加速度センサ１５２，電流計１６２，サスペンションＥＣ
Ｕ１５６のＳ１３を記憶する部分、実行する部分等により中間部材移動関連量推定部が構
成され、Ｓ１４′を記憶する部分、実行する部分等により中間部材移動関連量取得部が構
成され、Ｓ１６′を記憶する部分、実行する部分等により中間部材対応性能変化検出部が
構成される。
【００３９】
　また、上記実施例においては、アブソーバ伸縮速度の実際値ＶS*と推定値ＶS′とが比
較されるようにされていたが、液圧式ショックアブソーバ１８の伸縮量あるいは長さ（本
実施例においては、アブソーバハウジング３０のマウント９８との接触位置と伝達部材８
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２の底面との間の長さ）の実際値ＬS*と推定値ＬS′とが比較されるようにすることもで
きる。
　ばね上ばね下間の距離の変化速度ＶHについても同様に、ばね上ばね下間距離の実際値
Ｈ*と推定値Ｈ′とが比較されるようにすることができ、電動アクチュエータ伸縮速度に
つても、伸縮量あるいは長さ（本実際例においては、伝達部材８２の底面と車体側部１４
との間の長さ）の実際値Ｌb*と推定値Ｌb′とが比較されるようにすることもできる。
  さらに、性能変化の判定においては複数回連続して同じ検出結果が得られた場合に、検
出結果が確定されるようにすることができる。
　また、検出結果に、ヒステリシスを設けることができる。すなわち、性能変化が検出さ
れた場合には、性能変化判定条件とは異なる条件（しきい値を小さくする等、正常に近い
とされる条件）が満たされた場合に、性能変化でないと判定されるようにすることができ
る。それにより、性能変化であるか否かの判定結果が頻繁に変わる（判定結果のハンチン
グが生じること）ことを回避することができる。
【００４０】
　さらに、性能変化の程度が検出されるようにすることもできる。
　その場合の一例を図１３に示す。図１３のフローチャートは、性能検査プログラムの一
部であり、Ｓ１１～２１，２４～２８の実行は、上記実施例における場合と同様に実行さ
れる。
　本実施例においては、アブソーバ伸縮速度の実際値ＶS*の実際値の積算値Σ｜ＶS*｜が
、伸縮抵抗不足判定しきい値ＳＡth｛Σ｜ＶS′｜＋Δｓ｝より大きいか否かが判定され
る場合において、設定値Δｓが２段階で設定され、伸縮抵抗不足判定しきい値ＳＡthも２
段階で設定される。
第１伸縮抵抗不足判定しきい値ＳＡth1＝Σ｜ＶS′｜＋Δs1
第２伸縮抵抗不足判定しきい値ＳＡth2＝Σ｜ＶS′｜＋Δs2
Δs1＞Δs2
　Ｓ２２ａにおいて、アブソーバ伸縮速度の実際値の積算値Σ｜ＶS*｜が第１伸縮抵抗不
足判定しきい値ＳＡth1（Σ｜ＶS′｜＋Δs1）より大きいか否かが判定され、Ｓ２２ｂに
おいて、第２伸縮抵抗不足判定しきい値ＳＡth2より大きいか否かが判定される。第１伸
縮抵抗不足判定しきい値ＳＡth1より大きい場合には、Ｓ２３ａにおいて、ショックアブ
ソーバ１８の伸縮抵抗の不足の程度が大（伸縮抵抗が非常に小さい）とされ、第１伸縮抵
抗不足判定しきい値ＳＡth1以下で第２伸縮抵抗不足判定しきい値ＳＡth2より大きい場合
には、伸縮抵抗の不足の程度が小であるとされ、そのことが報知される。
　このように、性能変化の程度が複数段階で検出され、報知されるようにすれば、運転者
は、電磁サスペンションユニット４の性能の変化状態を詳細に知ることができる。
　また、電磁サスペンションユニット４の性能変化を評価する段階で、本発明を適用すれ
ば、詳細に性能変化の状態を取得することが可能となる。
　本実施例においては、サスペンションＥＣＵ１５６のＳ２２ａ、ｂ、２３ａ、ｂを記憶
する部分、実行する部分等により性能変化レベル検出部が構成される。
【００４１】
　さらに、上記実施例においては、アブソーバ伸縮速度の推定値ＶS′と実際値ＶS*との
比較により、性能変化が検出されるようにされていたが、４輪におけるアブソーバ伸縮速
度の実際値ＶS*を比較して、性能変化が検出されるようにすることもできる。
　その場合の性能検査プログラムの一例を図１４に示す。本性能検査プログラムも、車両
の走行中において実行される。本実施例においては、さらに、各輪毎の電動モータ５０の
回転角度（電動作動関連量の一例であり、電動アクチュエータ伸縮量である）の実際値θ
*が比較され、それに基づいて、性能変化が検出される。
【００４２】
　Ｓ５１～５９において、前後左右の各輪のアブソーバ伸縮速度の実際値Ｖｓ*の比較に
より、液圧式ショックアブソーバ１８における性能変化が検出される。
　Ｓ５１において、前後左右の車輪の電磁サスペンションユニット４FL、FR、RL、RR（以
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下、車輪位置を一般的にijで表す。ｉ＝Ｆ，Ｒ、ｊ＝Ｒ，Ｌ）の各々について、ショック
アブソーバ１８の伸縮速度の実際値ＶSij*が(1)式に従って取得され、Ｓ５２において、
それぞれの絶対値の積算値Σ｜ＶSij*｜が取得され、Ｓ５３において、前後左右各輪２の
電磁サスペンションユニット４の各々について取得された積算値の平均値［Σ｜ＶSij*｜
］が取得される。
　そして、Ｓ５４において、前後左右の各電磁サスペンションユニット４ijの各々につい
て、順番に、検査対象車輪について伸縮速度の実際値の積算値Σ｜ＶSij*｜が積算値の平
均値［Σ｜ＶSij*｜］より設定値ΔＶ１以上大きいか否かが判定される。
  検査対象車輪についての実際値の積算値Σ｜ＶSij*｜が、平均値より設定値ΔＶ１以上
大きい場合には、Ｓ５５において、減衰力不足であると判定され、そうでない場合には、
Ｓ５６において、否性能変化判定カウンタＮijが１増加させられる。
　Ｓ５７において、検査対象車輪についての値Σ｜ＶSij*｜が平均値より設定値ΔＶ２以
上小さいか否かが、各輪毎に順番に判定される。検査対象車輪についての値が平均値より
設定値ΔＶ２以上小さい場合には、Ｓ５８において、減衰力が大きいと判定され、そうで
ない場合には、Ｓ５９において、否性能変化判定カウンタＮijが１増加させられる。
　Ｓ５４，５７の両方の判定がＹＥＳとなることはないため、液圧式ショックアブソーバ
１８ijにおいて性能変化が検出された場合には、いずれか一方の判定がＮＯとなり、否性
能変化判定カウンタＮijのカウント値は１となる。液圧室ショックアブソーバ１８ijにお
いて性能変化が検出されなかった場合には、否性能変化判定カウンタＮijのカウント値は
２となる。
【００４３】
　Ｓ６０において、各輪毎に電動モータ５０の設定時間の間の累積回転角度θij*がそれ
ぞれ検出されて、Ｓ６１において、前後左右の電磁サスペンションユニット４の各々につ
いての累積回転角度の平均値［θij*］が取得される。Ｓ６２において、電磁サスペンシ
ョンユニット４ijの各々について順番に、検査対象車輪の累積回転角度θij*が平均値［
θij*］より設定値Δθ１以上大きいか否かが判定される。設定値Δθ１以上大きい場合
には、Ｓ６３において、フリー側の性能変化であると判定され、そうでない場合には、Ｓ
６４において、否性能変化判定カウンタＮijのカウント値が１増加させられる。
　次に、Ｓ６５において、検査対象輪の累積回転角度θij*が平均値より設定値Δθ２以
上小さいか否かが、順番に判定される。検査対象車輪についての累積回転角度θij*が平
均値［θij*］より設定値Δθ２以上小さい場合には、Ｓ６６において、ロック側の性能
変化であると判定される。そうでない場合には、Ｓ６７において、カウント値が１増加さ
せられる。
　Ｓ６８において、否性能変化判定カウンタＮijのカウント値が４であるか否かが判定さ
れる。４である場合には、ショックアブソーバ１８，電動モータ５０においては性能変化
は生じていないと考えられる（Ｓ６９）。その後Ｓ７０において、否性能変化判定カウン
タのカウント値が０とされる。
　なお、設定値ΔＶ１，ΔＶ２、設定値Δθ１，Δθ２は、予め定められた固定値であっ
ても、平均値［Σ｜ＶSij*｜］、［θij*］で決まる値であってもよい。平均値［Σ｜Ｖ
ｓij*｜］と設定値ΔＶ１，ΔＶ２とによってアブソーバ伸縮関連量についての設定範囲
が決定され、平均値［θij*］と設定値Δθ１，Δθ２とによってモータ回転数について
の設定範囲が決定される。
【００４４】
　このように、前後左右の各輪２FR、FL、RR、RL毎で電磁サスペンションユニット４FL、
FR、RL、RRの各部の実際の動きを比較することによっても、性能変化を検出することがで
き、その箇所を特定することができる。
　本実施例において、車高センサ１５４，回転角センサ１６２、サスペンションＥＣＵ１
５６のＳ５１～５９を記憶する部分、実行する部分等により各輪比較型性能変化検出部が
構成され、回転角センサ１６４，Ｓ６０～６７を記憶する部分、実行する部分等により各
輪比較型電動アクチュエータ性能変化検出部が構成され、そのうちのＳ６０を記憶する部
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分、実行する部分、回転角センサ１６４等により電動作動関連量取得部が構成される。
【００４５】
　さらに、上記実施例においては、推定モデル２１０が使用されたが、図１５に示すよう
に、推定モデル２８０を使用することもできる。推定モデル２８０は、推定モデル２１０
からサスペンションスプリング２０が除かれたものである。
　本実施例においては、図１６のフローチャートで表される性能検査プログラムが実行さ
れる。本性能検査プログラムは、上記実施例において実行されるプログラムとほぼ同じで
あるが、Ｓ２４～２８の実行が異なる。推定モデル２８０においては、サスペンションス
プリング２０が考慮されていないため、ばね上ばね下間の距離（車高）の変化速度ＶHに
基づくより、低周波数のアブソーバ伸縮速度の推定値ＶS′と実際値ＶS*とが比較される
方が望ましい。
  そこで、Ｓ８１において、アブソーバ伸縮速度の実際値ＶS*、推定値ＶS′がそれぞれ
ローパスフィルタで処理され、Ｓ８２において、処理された値に基づき、実際値、推定値
の絶対値の積算値Σ｜ＶS*｜、Σ｜ＶS′｜がそれぞれ取得される。Ｓ８３において、実
際値の積算値Σ｜ＶS*｜が特定しきい値Ｈｓth（推定値の積算値Σ｜ＶS′｜から設定値
Δｍ引いた値）より小さいか否かが判定される。
Ｈｓth＝Σ｜ＶS′｜－Δｍ
Ｈｓth＞Σ｜ＶS*｜
　実際値の積算値Σ｜ＶS*｜が特定しきい値Ｈｓthより小さい場合には、Ｓ８４において
、電動アクチュエータ１６の性能がフリー側に変化したと判定される。
　このように、簡略したモデルを使用することもできるのであり、その分、推定のための
演算を容易にすることができる。
【００４６】
　なお、上記実施例においては、ばね上部１４４とばね下部１４２との間に、ショックア
ブソーバ１８と電動アクチュエータ１６とが直列に設けられる電磁サスペンションユニッ
ト４について説明したが、電動アクチュエータとショックアブソーバとが並列に設けられ
た電磁サスペンションユニットについても同様に適用することができる。その場合の一例
を図１７，１８に示す。
　図１７に示す電磁サスペンションユニット３００において、車輪側部１２と車体側部１
４との間に、サスペンションスプリング３０８と、電動アクチュエータ３１０と、液圧式
ショックアブソーバ３１２とが互いに並列に設けられる。
　液圧式ショックアブソーバ３１２は、シリンダ本体３１４と、シリンダ本体３１４に摺
動可能に嵌合されたピストン３１６とを含み、シリンダ本体３１４が車輪側部１２に連結
され、ピストン３１６のピストンロッド３１８がねじ軸３２０の内周側を貫通して、車体
側部１４に連結されている。ピストン３１６には、上室と下室とを連通させる連通路が設
けられ、連通路の流路面積が電磁バルブ３２２によって調整可能とされている。
　シリンダ本体３１４と車体側部１４との間には、外筒３３０，内筒３３２とが互いに摺
動可能に嵌合されている。外筒３３０が、シリンダ本体３１４に上下方向に相対移動不能
に取り付けられ、内筒３３２が車体側部１４に原則として上下方向に相対移動不能に取り
付けられている。外筒３３０と内筒３３２とは、一対のガイド溝と、キーとの係合により
、上下方向に相対移動可能かつ相対回転不能に嵌合されている。
　サスペンションスプリング３０８は、車体側部１４と外筒３３０（シリンダ本体３１４
）との間に設けられる。
　電動アクチュエータ３１０は、電動モータ３４０と、電動モータ３４０の駆動力を外筒
３３０に伝達する力伝達機構３４２とを含む。力伝達機構３４２は、電動モータ３４０の
出力軸に相対回転不能に取り付けられたねじ軸３２０と、ねじ軸３２０に螺合するナット
部材３４４と、ナット部材３４４に固定されるとともに外筒３３０に固定された長手部材
３４６とを含む。
　車輪側部１２と車体側部１４との間に上下方向の力が加えられると、それに伴って、サ
スペンションスプリング３０８が伸縮させられ、ショックアブソーバ３１２が伸縮させら
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【００４７】
　このように構成された電磁サスペンションユニット３００において、車輪側部１２と車
体側部１４との間の距離（ばね上ばね下間距離）の実際値は車高センサ１５４によって検
出される。ばね上ばね下間距離はショックアブソーバ３１２の伸縮量でもある。
　一方、ばね上ばね下間距離の推定値は、図１８の推定モデル３６０に基づいて取得され
る。推定モデル３６０において、ロアアーム１２，シリンダ本体３１４、外筒３３０等に
よってばね下部３６２が構成され、内筒３３２，車体側部１４、ピストン３１６およびピ
ストンロッド３１８等によりばね上部３６４が構成される。サスペンションスプリング３
０８のばね定数がＫｓとされ、ショックアブソーバ３１２の減衰係数がＣｓ（可変）とさ
れる。上記実施例における場合と同様に、ばね下部３６２の変位、絶対速度と電動モータ
３４０の出力Ｆｍとから、ばね上部３６４の変位、絶対速度が推定され、それによって、
ショックアブソーバ３１２の伸縮量、伸縮速度の推定値を取得することができる。
　そして、実際値等が推定値等に対して大きい場合には、電動モータ３４０の性能がフリ
ー側に変化した場合、液圧式ショックアブソーバ３１２の性能が伸縮抵抗が不足する側に
変化した場合の少なくとも一方であると検出される。
　また、実際値等が推定値等に対して大きい場合には、液圧式ショックアブソーバ３１２
において伸縮抵抗が大きくなる側に性能が変化した場合、電動モータ３４０の性能がロッ
ク側に変化した場合の少なくとも一方であると検出される。
　このように、電磁サスペンションユニットの構造は、問わないのであり、種々な構造の
電磁サスペンションユニットにおいて本発明を適用し、性能変化を検出することができる
。
【００４８】
　上記各実施例においては、電動モータ５０，３４０の制御中において、性能変化が検出
されるようにされていたが、非制御中において検出することもできる。この場合には、電
動モータ５０，３４０において減衰力が発生させられることになるため、電動モータ５０
，３４０において発生させられる減衰力がモータ出力Ｆｍとして推定値が求められること
になる。
　また、走行中に性能変化が検出されるようにされていたが、そのようにすることは不可
欠ではなく、停止中に車両を加振させることにより性能変化を検出することもできる。例
えば、設定時間の間、電動アクチュエータを強制的に作動させて、振動させた後に、電動
モータへの供給電流を停止させる。その後のショックアブソーバの伸縮の状態に基づけば
、性能変化を取得することができるのである。
　その他、本発明は、前記（発明の開示）の項に記載の態様の他、当業者の知識に基づい
て種々の変更、改良を施した態様で実施することができる。
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